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労働問題と労働行政
1980年代後半のフォーマルセクターを中心にー←

はじめに

I 経済活動人llと就業構造

II 労働法の対象範囲とその下にある労働者数

m 労働行政と規制緩和

IV 規制緩fll政策卜の労働組｛；－と労使関係

むすびにかえて

はじめに

1980年代後干のインドネシアでは，構造調整政

策が強力に推し進められた。これは1984年前後に

始まる原油価格ω下落によるわー油収入の減少とそ

の結果としての成長率の鈍化，および86{fO）急激

なUSドル為替レートの下落から生じた対外債務

の膨張とデット・サービス率の上昇に対処するた

めのものであったc 第2次オイルショック後υ）経

済成長率鈍化に際し， 1983年にはすでに金利l白由

化政策がとられていたが， 86年以降構造調整政策

の一環として規制緩和政策（deregulasi）が大胆に

実行されたのこれは外貨獲得のためノン・ミガス

(Nonmigas一石油天然ガス以外の部門）輸出振興と．

そのための内外からの直接投資の促進をめざして，

工業・金融・流通・海運部門における種々の刷制

を緩和・撤廃し，また許可F続きを大幅に簡素化

することによる民間の経済活動の活発化を図るも

のであった。これはまた国営企業・民族資本優遇

と小規模企業保滝を主たる内科とするこれまでの
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水野広祐

インドネシア化政策を大幅に変更し，経済の開放

化・自由化の方向も持っとも考えられる。

この結果， 1988年にはそれまで強い規制下にあ

った日本などからの外国銀行がインドネシアに大

量に進出することになり，また89'rfには合弁企業

の経営する民間工業団地も造成され始めた。輸出

産業の育成とそのための以上の投資促進政策は，

縫製業，運動靴産業，合板産業などの急速な発展

をもたらした。

これらの外貨獲得・輪出促進・規制緩和政策と

その結果としての運動靴産業などの大規模な発展

や各地の民間工業同地の造成は，インドネシアに

新たな労働問題を引き起こしつつある。急速に発

展しつつある運動靴産業では農村出身女子労働者

の低賃金や劣悪な労働条件が世論でクローズアッ

プされている一方，ストライキやデモが頻繁に午

じている。あまりに野心的な民間工業団地の造成

は，今日部分的な労働力不足をもたらし，近い将

来同ジャワなど特定地域では就業構造ω大幅な変

化も起4り得る。外貨獲得を直接めざす中東など

への労働力輸出政策もこの間急速に推し進められ

ているが，この政策は女子家内労働者の虐待問題

などさまざまな問題をもたらしているのこれらの

問題に直面し，どのように労働者保護を実現す

るのかが今日の最も重要な問題と考えられてい

る。

『アジア経済』 xxxm:"i 0992.5) 
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このようなインドネシア経済全般の規制緩和政

策下にあり，労働行政でも規制緩和化に沿った政

策が考えられるが，一方急速な工業化の進展に伴

って生じた労働問題に対処するための労働行政も

必要になってくるであろう。では，どのような部

門に規制緩和政策が実行され，一方どのような部

門で労働行政が強化されたのだろうか。この規制

緩和政策下ω労働行政を，まず託金，労働時間，

解雇制限などの労働者保護や雇用政策あるいは社

会保障政策について見る。

労働組合の結成・活動についても，規制緩和・

自由化の方向はあり得るが，規制緩和政策下にお

ける労働組合の結成・活動に対する政府の行政は

どのようなものであり，またこの下での労働運動

の展開，また労使関係の展開はどのようなもので

あろうか。この間，労働運動界では， 1985年にそ

れまでの全インドネシア労働者連合（FBSI）から

全インドネシア労働組合（SPSI)へ組織替えがあ

ったが，規制緩和政策下のインドネシアでその後，

どのような展開を遂げているのであろうか。

これらの労働保護行政の進展と労使関係へω政

府ω指導下で，特に1990年以降，最低賃金をはじ

めとする賃金問題等の労働条件や労働組合をめぐ

るストライキが頻発し，なかには大争議に発展す

るケースも出て，労働問題が現在の工業化政策の

最大の問題点になりつつある。これらの動きは，

これまでのパンチャシラ労使関係等の制度的枠組

にどのような影響をもたらしているのであろうか。

本稿では以上のような1980年：f℃後半以降の構造

調整政策下のインドネシアの労働問題に関し，政

策対象となりやすしまた当面の労働行政の主た

る対象となっているフォーマルセクターを中心に

その特質と問閥点を述べるよう試みる。まず．

1980年代後半の経済成長の就業構造に及ぼした影

規市rJ縦利政策下のインド不シアにおける労/1iJH¥I組と労働行政

響について述べる。その後，フォーマルセクター

の雇用者数の全体の就業者に占める位置を明らか

にしたうえで，労働行政と規制緩和政策について

述べる川 1）。本稿で8うフォーマルセクターとは，

労働行政が対象とすべきと考えられまた対象とす

ることが著しく困難ではない部門であり，主とし

て民法第3巻第7a草およびその修正ないし発展

の結果生まれた労働法のいう労働契約が成立する

ことが前提となる。したがって，住民農業の労働

関係，ペチャ屋の労働，家族自営業などは含まれ

ない。このように対象を限定する即由は，本稿が

主として労働行政との関連で論ずること，フォー

マルセクターでも問題領域は充分広いこと，家族

自営業を主体とする農村工業などについては別稿

で述べたいためである。公務労働については必要

最小限にとどめる。海外出稼ぎを含む女子労働者

保護問題は，この間の労鶴問題の性格を最もよく

表わしているが，紙幅の関係上別稿で述べる（注2）。

本稿と併せて読んでいただければ幸いである3

（注1) 1980年代のインドネシアの労働者保護と労使

関係につしミて述べた l:な単行書・論文は以下のとおり。

個別テーマの論文は文巾で触れる。 Djumialdji, FX. ; 

Wiwoho Soedjono, PeげanjianPerburuhan dan Hubun-

gan Perburuh叫んncasila［労働契約とパンチャシラ労

使関係］．ジャカルタ， BinaAksara, 1982-'F/ Sukarno. 

Pcmbaharuan Gerakan IJuruh di Indonesia dan Hu 

bun！｛，叫んrburuhanPancasila ［インドネシアにおける

労働運動の刷新とぺンチャシラ労使関係］，バンドゥン，

Penerbit Alumni, 1982年／Kartasapoetra, Gunawi; 

Abas Ku日tandi; Rience Gunarti ; Amir Hamzah, 

Hubungan Perburulum Pancasila Bidan{t Pelaksanaan 

Hu拘nganKerja ［労働関係部門のベンチャシラ労使関

側，バンドゥン， Armico,1983年／Centrefor Strate-

gic and International Studies. Dokumen加 iMasalah 

Buruh I労働問題資料集］, (I), (II), (III), シャカルタ，

1983年／Borkent,Hans , Marlene van Doorn; Irene 

Farjon; Jusfiq Hadjar; Jacques Lεclerc; Satyawan; 

2I 
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Ria van Y peren ほか， IndonesianWorkers and Their 

Right to Organize，レイデン， IndonesianDocumenta -

tion and Information Centre, 1981年／原因縁男「イン

ドネシア 厳傑先課題の雇用機会の創出ー一」（『lI本

労働研究雑誌i 1991年2・3f]-}:j-）／日本労働協会 rイン

ドネシアの労働事情」 1985年。

（注2) 水野広祐「インドネシアにおける農村出身女

子労働者保~iii問題 急成長輸出産業と中東へω労働力

輸出 」（；－アミfア経済』第：l:l&;;j16号 1992可(i/j掲

載予定）。

I 経済活動人口と就業構造

インドネシア経済の最大の課題が，増大する労

働力に雇用と就業機会を提供し併せて現存の労働

力の失業・不完全就業状態を改善することにある

ことは衆自の一致するところであろう。 1980年代

後半の規制緩和政策下， 88年ごろより目立って経

済成長率が上昇してきたインドネシアだが，この

聞の雇用状況はどのように変化してきたのであろ

うか。この節ではインドネシアの労働力人口ω構

成の現状とこの間の推移を述べたうえで失業・不

完全就業について概略するυ

1. 経済活動人口と失業統計

1988年のインドネシアの就業者は7252万人，求

職者は208万人でこれらを合わせた経済活動人口

は7460万人である。第 1表から分かるように1986

～88年に毎年約225万人の労働力が増大してい

る（注I）。労働力の農村居住中心的な性格は最近で

も大きな変化はないようで， 1988年でも77.O~＇，；の

'Yi’働力は農村吉Iiに居住する。労働力率について見

ると，女子の労働力率の顕著な増大傾向が窺える。

すなわち， 1980年に32.4；λであったその率は86～

幻年に44ぶ台に上昇した。 1986年の労働力構成を

同年と比べてみると，農村部ω特に家族従業者の

女子の労働力増大が目立つた。その結果農村部の
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女子労働力率は1985年の41.lぶから86年の49.9：，＇.ょ

に増大した。都市部でも1980年の24.1ιlから85年

以降の28～30~＇.λの聞にははっきりとした増大傾向

があることは注目に値しよう。これらの増大が

1985年と86年以降の調査の方法，サンプルの椙違

によってもたらされた部分がある可能性は高いが，

実際にi正子労働力の行動パターンに大きな変化が

生じているとする推定も可能であろう（注2）。男子

労働力率では都市部で1980年以降， 58～60~＇二でほ

ぼコシスタントだが，農村部では若干ーの上昇傾向

がみられ86～87年と74ぉ台で、ある。

第 2表は1976年から88年までの完全失業率と

不完全就業率を示している。これによると，都市

部の完全失業率は1986年以降7ぶ前後で， 80年の

2.8~＼；より明瞭な明大傾向が見られる。農村部は

1980年から88年までl込：：台でコンスタントである。

農村部の労働力人口比が都市部に比べて圧倒的に

高いため全体としてはた完全失業率は1980年の

1. 7ぶから88年の2.品、ふまでのわずかな増大にとど

まっている。

ブム不完全就業率を見ると農村部で高くまた

全体としても高い値となっている。不完全就業の

統計に代用できる全国統計は労働時間の統計しか

なし第2表はこれを用いて最近年の推移を示し

ている。週当りの労働時聞が35時間未満の者を不

完全就業者と考えて就業者に対する比率を都市農

村別・男女別に見ると，まず都市より農村の方が

不完全就業者の比率は高くまた男子より女子の比

率が高いことが分かる。この聞の批移を見ると，

全体としては1985年の41.9ぶから88年の38.7与に

若干下がってきてはいるものの依然高率であれ

76年から85年までの悪化分をまだ取り戻してはい

ない。農村部全体で1988年が44.5~，；，農村女子が

87年で63.9；~；，農村男子で35.5；，ょで， 85～87年の
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規制緩和政策下のインドネシアにおける労働問題と労働行政

第 1表 インドネシアの経済活動人口と労働力率（1961～88年）

（単位； 1,000人，かっこ内%）

1961 1971 1976 I 1980 1985 1986 1987 1988 
一一」

就業者農 村 行 ［ ＼ 28,411 33,414 44, 6:35 41,567 48,975 54,730 55,336 56,630 
(86.9) (85. 2) (86.5) (81.1) (78. 4) (80.1) (78. 6) (78.1) 

/'ill iii日11 4,298 5‘796 6,951 9,690 1:3, 482 13,608 15,066 15,88討
(13 .1) (] 4. 8) (B.5) 08. 9) (21. 6) (19. 9) (21. 4) (21. 9) 

{t,H・(A) 329709 39,210 51,586 51,257 62,457 68,338 70,402 72,518 
(A/CJ ( 4.6) (97.8) (98.0) (98. 3) (97. 9) (97 .4) (97. 4) (97.2) 
w 子 23,806 26,184 31 685 34,452 :19, 951 4¥641 42,483 n. a. 

(72.8) (66. 8) (61.4) (67.2) (64.0) ( . 6) (60 .3) n.a. 
女 子 8,903 

1~3~~6 113，関8.1
16,805 22,507 213897 27,922 n.a. 

(27.2) 2) 6) (32. 8) (36.0) 9. 4) (39. 7) n.a. 

求職者農村部 1,468 595 622 617 597 780 719 829 
(78. 5) (66.9) (59.5) (68.9) (43.6) (42. ll (39.0) (39.9) 

都市部 401 295 424 279 771 1,074 1,124 
\5~8 (21.5) (33.1) (40. 5) (33. I) (56.4) (57. 9) (61.0) ( 1) 

(,,ii (B) 1,870 890 l, 047 896 I, :l68 1,855 1,843 2,077 
B/C) ( 5.4) ( 2.2) ( 2.0) ( 1. 7) ( 2 .1) ( 2.6) ( 2.6) ( 2.8) 
w 子 i I, 203 649 635 499 898 I, 127 1,148 n.a. 

(64.4) (72.9) (60.6) (55. 6) (65.6) (60. 7) (62.3) n.a. 
y:_ f 667 241 412 398 -170 728 695 n.,1. 

(35.6) (27. I) (39 .4) (44 .4) (:l4.4) (39. 3) (37.7) n.a. 

人経済活動口 農村長II 29,879 3485 （）（）り 4~8~~8 
42,184 119,572 55,511 56,055 57,460 

(86 .4) ( .0) .0) (80.9) (77. 7) (79. ll (77.6) (77 .0) 
都市部 4,699 6 091 7 642 9,969 

lt2~~4 
14,682 16,190 17,136 

(13.6) (15.2) (14. 0) (19 .1) 3) (20.9) (22.4) (23.0) 

合（C計男／5子） ） 
34,578 

4~4g~o 546i90 52, 153 日（日，8~8) 7\}~3 72,245 74,596 
(54.1) .9) ( .3) (50. 0) ( 3) (57.4) (57. 6) 

25,009 
266~~i 

33 429 34,950 40,849 42,568 43,628 n.a. 
(72. 3) （ ）  (61.3) (67.0) (64.0) (60.6) , (60.4) n.a. 

女 9,569 1:l, 268 21,061 17,203 22,977 27,625 28,617 n a. 
(27.7) (33. 2) (38. 7) (33.0) (36.0) (39 .4) (39. 6) n.a. 

10才以上ω 農村古ii 53,972 65,809 72,069 80,262 87,865 89,443 90,085 91,457 
総人 lI (84. 4) (81.8) (81.1) (76.9) (73.0) (73.0) (71. 6) (70. 7) 

伺idi ;';!) 9,981 14,617 16,798 24,091 32,515 33, 103 35,810 37, 9,16 
(15. 6) (18.2) (18. 9) (23.1) (27.0) (27. 0) (28. 4) (29. 3) 

j三男社(D子） 63,954 80,426 88,867 104,353 120,380 122,547 125,895 129, ,102 
31, 348 39,049 4~:if' 51,303 59,258 60,395 62,054 n.a. 
(49.0) (48.6) 9) (49.2) (49.2) (49.3) (49.3) n.a. 

女 子 32,605 41,378 45,440 53,050 61,122 62,152 63,840 n.a. 
(51.0) (51.4) (51.1) (50. 8) (50.8) (50. 7) (50. 7) ロ.a.

労働（%力）率 農男女村部子
55.4 1 51. 7 65.0 52.6 56.4 62.1 62.2 62.8 
81.5 70.4 79.8 70.9 72.3 74.6 74.3 n.a. 
30.4 34.2 51.0 34.9 41.1 49.9 50.5 n.a. 

都市古子II 47.1 111. 7 45.5 41.4 43.8 44.4 I 45.2 45.2 
男 t 70.6 (ii .2 65.2 58.9 59.9 59.5 60.2 n.a. 
女 23.8 22.5 26.5 24.1 28. l 29.5 30.7 n. a. 

／＇，与 ，；十 54.1 ,19. !l 61.3 50.0 5:L<l 57.3 57.4 57.7 11 
男 子 79.8 68.7 77.0 68.9 ' 70.5 70.3 n.a. 
女 子 29.3 32.1 46.3 32.4 44.5 44.8 n.a. 

（出所） 1961 年は， TaskforceEmployment, Kum仰 lanData Tenaf(a Kerja di Indonesia, 1956 197人
D"ilid I, Kelompok I: Penjusunan dan Pengelompo如 nData ［インドネシアにおける労働力データ集，
1956司 71年1 第 1巻，第 1業］。

1971年は，自iroPusat Statistik, Sensus Penduduk 1971, Tabel-tabel Pendahuluan, Seri: C [1971年人
ロセンサス，先行テーフγレ，シリーズCJ，ジャカルタ， 1972年。

1976年は， BiroPusat Statistik, Keterangan Ang知tanKeηd Indones弘 Nomor2 ［インドネシア経済
活動人口データ，第2号Lシャカルタ， 1977年。

1980年は， BiroPusat Statistik, Penduduk Indonesia, Hasil Se附 usPenduduk, Seri: S No削 or2 ［イン
ドネシアω人口．人口センサス結果シリース S，第2号］，ジャカルタ， 1983年。

19同年は， I匂ndudukIndonesia, Ha.•、il パurvei l'enduduk Antar Sensi品 lリパ＇5[1985年中間人口サーベイ
結果］， Seri SUPAS No.5，ジャカルタ， 1987年。

1986～刷年は， BiroPusat Stat1stik’Keadt 
19討6～88？守i干版。
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第 2表 インドネシアの完全失業率と不完全就業率，島村都市別，男女別（1976～88年）

農村部

完全失業率

不完全就業率

労働時間遡60時
間以上

都市部

完全失業率

不完全就業率

労働時間選60時
間以上

女子労働

完全失業率

不完全就業率

労働時間週60時
間以上

男子労働

完全失業率

不完全就業率

労働時間週60時
間以上

JLγ 
5.6 

19.2 

18.4 

1985 

（%） 

198お

2.0 

49.3 

9.1 

1. 9 

27.8 

11.3 

1986 1987 

8.4 

1.2 

47.9 

G.4 

1.4 

44.5 

6.1 

1.4 

45.3 

6.1 

1.3 

46.6 

5.6 

5.4 

20.4 

18.7 

7.3 

20.0 

15.。
6.9 

20.5 

15.4 

7.3 

19.0 

15.3 

2.1 

56.3 

8.2 

2.4 

56.4 

6.5 

n a. 

n.品．

n.a. 

2.6 

55.7 

6.5 

1.4 

31.2 

11.7 

2.2 

33.6 

9.7 

2.6 

30.0 

8.7 

n a. 

n.a. 

n. a. 

2.6 

29.8 

8.9 

総 計

完全失業率 1.9 I. 7 2.1 2.6 2.5 2.8 

不完全就業率 36.l 37.6 41.9 40.0 40.5 38.7 

労働時間週60時 10.5 10.8 9.1 7.9 7.8 8.2 
間以上

（出所） 第 l表と同じ〉
（注） 不完全就業とは週の労働時間が35時間未満の者を，；う。

農村男子を除いて目立った改善傾向はない。都市

部全体でも1985年の20.4~＇；；：は88年に19.0ぷJこわず

か 1ポイント低下したにとどまった。以上から，

不完全就業状態は1985年から88年まで若子の改善

が見られるものの76年の水準より依然悪く，全体

として目立った改善傾向は見られないことが分か

った。

2. 就業者の産業別構成と従事上の地位別構成

就業者の産業別構成を示した第3表から，全国

労働力統計で示した1986年のl：業部門の就業者割

合は中間人口センサスで示した85年より約 1ポイ

:i4 

ント下落していることが分かる。 1986年の統計は

農村の家族話事者を1865万人としているに対し85

年の中間センサスでは1368万人であった。 1986年

以降り統計は特に農業部門の女子家族従業者に対

するカバーがよいため，この統計数値上の急増が

あった。そのため全体の就業者数が増え，工業部

門の就業者割合が相対的に低下する♀とになっ

た惟討。ただ，工業部門の就業者数は1985年の

580万人が88年に600万人になったにすぎず，その

伸び率は年平均1.1ぶと高くない。規制緩和・自

由化政策の効果がはっきり表われると考えられる
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策 3褒 インドネシアの就業者の産業別構成（1961～88年）
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（出所） 第 l表と同じ。
（注） * 1961 ff（））商業・レストランには司金融・保険も含まれる。

のは1988年以降だが，その工業部門の雇用者数に

及ぼすプラスの影響は88年までのところ明僚では

ない。 1980年代中ごろより製造業の輸出は急速に

伸びているが，このことも製造業全体の顕著な雇

用者数の仲びにつながっていない。スカルナ（Su-

karna）の繊維産業の研究は，輸出額や付加価値ω

増大ほど雇用者数が伸びていない瑚111として次の

点を挙げている。すなわち，輸出額と付加価値の

伸びは雇用総量を増大させるものの，単位輸出品

当りの付加価値の向上と部分的な機械化の結果，

26 

Eui、A斗Aft、ハリi・、rt，dk一aaτ，tnd，tnMU，tikik31一Fb噌ipo
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n.a. n.a. 
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n.a. n.a. 
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n.a. ロ，a.
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n.a. n.a. 
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労働者 1人当りの付加価髄生産性の増加が急にな

る。この労働者l人当りの付加価値生産性の増加

には，労働集約的輸出産業における長時間労働化

が伴っている悦4)0 考えられるひとつの危慎は，

規制緩和・白由化によって，大中工業の雇用吸収

は伸びたとしても，その伸びを相殺するだけの小

工業における雇m・就業の停滞・減少があったと

いうものである。あるいは，これまで棺対的に保

護を受けてきた民族企業の停滞が生じているとす

るものである｛注5）。これらの危慎については，検
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証するためのデータがまだない。

従事上の地位の構成では，家族従業者の比率

が1988年で33.5ぶで2038万人と， 85年の23.7~＇λ ・

1482万人に比べ伸びが大き t＇。雇用労働者の数は

1985年の1877Ji人が88年は1918万人になり全体の

26.4ふであった。実数は伸びているものの相対的

比率は増加傾向にあるとは言えない。ジャワ農村

の農民は経営農地規模は一般に大きくないが雇用

労働に依存した経営を行なっている。したがって，

住民農業にも多数の雇用労働者が存在する。ごの

農業部門の雇Jtj労働力は1988年で429万人であっ

た。 1980年は471li人で85年は511万人だったが86

年は353万人となり統計推計上の要闘を考慮、しな

ければ85～86年の聞の大きな変化の全体は説明で

きないにせよ，農業雇用労働者の数は停滞傾向に

あるように思われるほ6）。 1988年の非農業部門の

雇用労働者の数は1488万人であった。 1985年は

1366万人であった。

個人の自営業指は1988年で19.7~＇，~・ 1430万人，

家族ないし非定期的雇用者を用いる業主は22.6ぷ

・1642万人で，双方合わせて42.3~＇；；：・ 3072万人と

その割合は80年当時の51.6ぶ・ 2662万人と比べ減

少しているものの，依然自営業者・個人営業者の

比率が高い（第 l表の出所参照）。

en 1 J 第 l夫UJ1985年までの数値と86年以降ω数f1{(

の聞に農村部就業打数などで不連続があるが，これは同

年までが数値会人llセンサスおよび人ll中11¥Jセンサスか

らとっており， 86Jf.以降は全国労働力調作（SAKRAN

AS）から数値をとっているためである。両調査とも経済

人口方式をとっており就業などについての定義はほとん

ど等しいが， 1980年の人口センサスは全数調査で85年の

調査は人口センサスと同ーの討的を持ちつつサンプル調

査で行なわれていたのに対い全国労働力調査は労働力

の現状ω杷併合lI rl'-1 Eし85年の調査よりサンプル数が少

ないのプリヨノ・チプトレリヤント「労働力と原川機会

一ーその動［11］と政策 γT」（ハリリ・ハデイ←， 二平UIJ犬

規制緩和政策下のインドネシアにおける労働問題と労働行政

編『インドネシアの経済開発政策の震調一一第l次5カ

年計画～第4次5カ年計画を中心』こ一一』アジア経済研

究所 1990年）に各センサスの就業の定義が述べられて

pる。

（注2) 1989年5JJに火性の役割j担当国務大臣官房で

労働力省，同家開発企画庁と共同で聞かれた I女f労働

力の開発過料への統fiのための基本枠組策定J (Penyu-

sunan Kerangka Dasar Pengintegrasian Tenaga 

Kerjaれ＇anitadalam Proses Pembangunan）シンポジ

ウムでは，女子労働力率の上昇の原因として，家族計画

の普及から女性に時間的余裕治、生まれたこと，依然低い

が徐々に教育水準の向上が晃られること，農付部で家内

労働による1もi［生産システム（sistemputting-out)が広

がりつつあることなど， 9:.＇けの性格にあった就業機会が

広がっているため，家族所得の向上を目指して女性がよ

り多く働きに111ていることが指摘された。このt王子労働

力率の上昇は労働市場でより激しい競争を引き起4すの

で，女子労働者保護が一層重要な課題となっている，と

の意見が労働力大臣らより出された （SuaraPembaruan, 

1990年5月30日｝。

（；主 3) 1976年の中間人口センサスの襟には農業部門

の家族従業行とともに農村の工業部門の家族従業者のカ

バーもよかった。そのため1；業部門の農村就業行押ljfiは

1976年が80.8ぶだったが71年人口センサスでは77目tし，

80年人口センサスでは70:9；日であった。

（注4) Sukarna Wiranta，“Industri Tekstil Lon 

jakan Ekspor dan Kesempatan Kerja”（繊維産業，輸

出急増と雇用機会］， Business 1治 問 第4783号， 1989年

3月2780輸出産業の長時間労働についてさしあたり，

Yusuf. Verdi, Pembentukan Angkatan Keηo Indu苫tri

Garmen Untuk Ekspor. Pengala附andi Bandun!{ ]awa 

Baral ［輸出向け縫製業U）労働力形成，商ジャワ・バン

ドゥンの経験J,Project Working Papers Series, No. 

B 13，ノtンドゥン， Instituteof Social Studies, Ban 

dung Rese礼rchProiect Office, 1991年。

(i主5) 規制緩和政策が小規模工業；こ及ぼす影響につ

いては以下を参照。水野広徳「小工業 農村工業を中

心lこ 」（三平則夫・佐藤百合編 rインドネシアの工業

化 フルセット主義工業化の行方一一」アジア経済研

究所 1992年）。

（注6) 稲作の技術車新に伴いそれまで大幅に原Ill労

働に依存した縦常を行なっていた農民が自家労働を用い

るようになるという傾向はしばしば指摘されてきたのた

同／Z
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とえば， White,H.; G. Wiradi，“Agrarian and Nonag-

rarian Bases of Inequality in Nine Javanese 

Villages，＇’ G Hartほか編， Agran’anT問時；fonmztim払

Local Processes and the State in Southeast Asia, ノfー

クレイ， University of California Press, 1989年。

II 労 働j去の対象範囲とそのドにある

労働者数

1. 労働法の対象範酉

労働行政の対象とする労樹問題は，その主要な

部分が労働契約の成立を前提としていると言える。

そこで，雇用者全体の中で， 1980年代後半の労働

行政が影響力を及ぼし得る範囲を明らかにするた

め，インドネシアの労働契約に関する法律が制制

する労働関係について略述し，フォーマルセクタ

ーの労働者数を推汁する。

(1) 個別的労働関係の法律

インドネシアにおける労働契約は，今日でも多

くの部分が民法によって規定されている。労働契

約は，主として1926年に大幅に改正され27年 II] 

より施行されている民法第3巻第 7a草川 I）によ

って規定され，民法のその他の条項もこの京を補

完している。また産業部門ごとに高［＼分的な法律が

あり，これの存在する部門についてはこの諸法律

が優先する（桂2）が，全体として民法が主体である3

独立直後に制定された1945年憲法第27条第2項

は「すべての国民は職業を持ち，人道的に適切な

所得を得る権利を有する」として，労働権と生存

権を保証している。労働者保護法は，；吾、法のこ

の規定および 1969年の「労働力基本法J(ii ’りの保

証する労働者保護の原則に基づき， r194s年労働

法」（注4), 81年の「賃金保護に関する政府令」（法人

89年の「最低賃金に関する労働力大臣令」（it6),
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女子労働者への差別を禁じた「女子労働力に対す

るあらゆる差別の撒出条約の批准に関する1984年

の法律第7号」（注7），労働安全衛生に関する「1970

年労働安全法」他門労働災害に関する「1947年

労働災害法」（注れなどが骨子となった多くの法令

によって構成されている。

この中の民法第3巻第 7a章は第1601a条で

「労働契約（arbeidsovereenkomst）とは，一方の止i

事者すなわち労働おが“定期間賃金を受け取る条

件で地方の当事者すなわち使用者のために労務に

服する契約である」と規定しているが労働契約は

狭く解釈されている。すなわち，請負労働（aanne-

ming van werk）と区別するのみならず，住民農業

における農業労働関係，農業小作関係，ベチャ曳

とベチャの持ち主の関係等はその規定の外に置か

れている。また公務労働も民法第3巻第7a草は

除外している (ill()）。ただし，労働基準法的性格を

もっ－1948年労働法」は公務員も対象としている。

-1948年労働法J は第l条で，労働者によって使

用者のために賃金を受け取る労働関係の中でなさ

れる労働を対象とすると述べている。したがって，

家族自営業のために賃金を払われない家族によっ

てなされる労働を対象としていない。ただし，適

用事業所規模についての下限は設けていなし'o 

労働者保護を確保するため， F労働監督に関す

る1948年法律第23号」（注11）は労働監督制度を規定

している。そして，この労働監督制度，広くは労

働行政一般の実施のため「企業労働力の報告義務

に関する1981{fi去律第7号」（校12）が定められ，民

営・国営のいかんを問わず，利益追求の目的の有

無にかかわらず労働者を雇用する全ての事業所は

労働関係等の労働事情を労働力大臣ないし大臣に

よって指名された係官に報告する義務が規定され

ている。そして，同年の「労働力報告義務企業
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の段階付けに関ずる労働力・島朝間移住大臣決

定」mmによって第1段階として， 10人以上を艦

用する全ての事業所，および動力を使用する事業

所，地下からの採掘物を探したり掘り出す事業所，

林業事業所などの13の項目に関わる事業所は雇用

者数を問わず報告義務を持つとされた。

公務員法は労働法の中でも独自の領域になって

いる。すなわち，「公務員基本規定に関する1974年

法律第8t,} 11iU4）を中心として一群の公務労働法

(hukum kepegawaian）がある。この法律は国営金

業職員にも適用される。ただし，国営企業のうち，

政府直営事業体（perusahaanjawatan）の職員は公

務員であるが，公社（perusahaanumum），国営株

式会社（pcru日ahaanperseroan）の職員は公務員で

はない(/J']5）。

(2) 集団的労働関係の法律と社会保障

集同的労働関係の実現のために最もJ主要な労働

組合について見る。 1978年の「就業規則および労

働協約締結交渉に関する労働力・島瞬間移住・協

同組合大臣令」（注16）は，第2条(1)項で25人以上の

雇用者数を持つ事業所は就業規則を持たなければ

ならないと規定している。この25人の医用指数は

労働協約の締結とそのための労働組合が結成でき

る事業所規模を規定している。この大臣令の説明

文（注17）の第6項で，この25人の数｛置は当時の産別

労組（SerikatBuruh Lapangan Pekerjaan。略して

SBLP）支部の設立要件として組合によって用いら

れていた基準に合わせたと述べられ，事実当時の

全インドネシア労働者連合（FederasiBuruh Selu-

ruh Ind＜川剖ia，，以下 FBSIと略称）の胤約（Ar収

garan Rum日hTangga）の第3条に述べられてい

た（淀川。そしてこの組合設立のための要件として

の25人という数値は，その後の諸法令にも用いら

れてし3く。

規制緩手［］政策｜、のイントネンアにおける労働問題と労働行政

社会保障関連では「労働力・社会保険（Asuranst

Sosial Tenaga Kerjao 以下 ASTEKと略称する）

に関する1977年政府規則33号」（注19）が労働災害保

険，年金，死亡一時金を兼ねた ASTEKを定め

ている。企業はこの保険に加入しなければならず，

労災，年金，死亡一時金の各々について定められ

た掛け金を企業と従業員が負担しなければならな

いと定めている。この法律の適用される事業所は，

1977年時点で100人以上を雇用する，ないし 1カ

月に総額500万ザ以上の給与を支払う事業所とな

っており，それ未満の事業所は在意加入である。

この加入義務事業所規模下限は， 1983年に25人以

上を雇用するか，月100万が以上の給与を支払う

事業所に引きドげられた（注20）。 ASTEKは公務員

を対象としていないが，政府直営事業体以外の間

営企業の職員は対象としている。公務員の年金は

1969年法律第11サが定めている。

2. フォーマルセクターの労働者数

第 I節で述べたインドネシアの就業構造に注意

しながら，インドネシアの労働契約法の適用範囲

にありフォーマルセクターに属すると考えられる

労働者数とそれが全体の経済活動人口に市める割

合を推計してみる。

雇用労働者の数は第 I節で述べたように1988年

で1918万人であったe これには農業部門の雇用労

働者が429万人含まれ，これを除いた非農業部門

の雇用労働者は1488万人であった。農業部門にも

農園などの大中企業が存在し，これらは明らかに

諸労働法が対象としている。 1988年の農林漁業部

門の大中企業のデータはないので， 83年の農業セ

ンサスから農岡部門の大規模企業の就業者を算出

すると， 41万6000人が120の企業に雇用されてい

るげはl）。この非農業部門の雇用労働者に農層部門

の労働者を足した約1550万人の労働者は労働契約
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法が対象とする可能性を持っている。ただ，就業

者の従事上の地位統計で雇用労働者と分類されて

いても，非常に零細であるため行政の監督・助成

が及びにくい事業所の労働者や，請負関係にあっ

て労働契約関係には含まれない労働者（凶へおよ

び，家事労働者（家事使用人）などのように労骨

契約にある雇用労働者と分類されても行政などに

よる労働関係の監督・調整が普通容易ではない労

働者も含まれている。ここでは行政の監督や労組

などの規制が容易に及び得る事業所で就業する労

働者数を推計してみる。

1986年経済センサスは，非農業部門の事業所の

法人格の有無に基づいた事業所数とその従業員数

を部門別に示しており，この統計を第4表に示し

た。ただし，この統計では工業部門については中

央統計局の定義による大・中規模事業所（就業者

20人以上）について述べている。この表によると，

非農業部門の法人格を持つ事業所数は約13万5000

で，その就業者は約320万3000人で、ある。一方，

法人格を持たない事業所（工業部門については小

・家内工業就業者19人以下）は 914万で就業者は

1377万人である。経済センサスは法人格を持たな

い事業所を家族経営とほぼ同一視している。家族

経営であっても，使用者が賃金を受け取る労働者

と労働契約を結んでいれば労働契約の法律は適用

されるが，法人格を持たなし寸、規模・家族経営の

場合，登録されていないので行政の監督・規制の

及iまないインフォーマルセクターの性格を大なり

小なり持ち得る。登録されており行政の監督・規

制の及びやすいフォーマルセクターの労働力は

1985年で，非農業部門に320万3000人（85186年）と

農園部門の41万6000人（83年）を合わせた数値に

公務員の 295万6000人（85年。 88年には352万9600

人）（注却を加えた総数約675万5000人ということに

なる。ただし経済センサスの法人格事業所統計lこ

は国営企業が含まれていると考えられる。国営企

業のうちの職員の身分が公務員である政府直営事

業体の公務員数は，この約675万5000人の数値の

なかで2度カウントされているので差し引かなけ

ればならないが，筆者は今のところ政府直営事業

体の公務員数についての数値を持ち合わせていな

しh また統計数値の時期を等しくした数値もまだ

f尋ることができない。

労働行政の関連で行政の監督・指導の及び得る

範囲を知るためには，前述の企業による労働力報

告義務を果たしている事業所数と就業者数を見る

必要がある。 1985年経済センサスと時をほぼ同じ

くする85/86年の労働力報告事業所数は 8万1430

で就業者はインドネシア国籍民と外国人を合わせ

て378万9000人であった。この数値lこは雇用労働

第4表 インドネシアの非農業部門の法人格・非法人格事業所数とその就業者数 0985/86年）

（単位 ιん所｝

I I 気・ 1 ,,~ 荷業・レス ！ ｜ ！ 
鉱 業製造業｜ガ ス 建 訊 1 トラン 掛・通信金融・保険｜サーヒス｜合 弁

法人格事業所｜ 803川 14,243 I 349什 27司187I 30,652 ' 9. 951 21, 79』1 30,165 I 135, 144 

就業者数 Is1, 064けし712,015I 57,551: 225.609 I 304‘202 189. 488 268. 894 364. 238 i 3, 2( 3. 061 
非法人格事業所！ 127.105けし523.023 I 18. 959 I 59, 206 I 5,071. 9」， 872‘143 193,724 1. 274,613 I 9, 1.rn. ,20 

就業者数 I z 叫 L悶7.0841 35_-_2521 瓜航i6’607司戸と1,1:空3

（出所） Biro Pusat Statistik‘Sεnsu.1 Ekoηomi l 986~ Hasil Fヤ幻daftara幻 F訟7刃sahaaη／Usaha仏： Seri:.4 ~1986 
年経済センサス，事業所／営業者の登録結果，シリーズA］。ジャカルタ， 1987年。
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規制緩和政策下のインド平シアにおける労働問題と労働行政

第 1回 インドネシアの労働行政フォーマルセクターの労働省数ω推計（1985/86年）

雇用労働者数

雇用労働者数（農業・非農業部門別j

非農業部門法人格事業所就業者数

公務員数（政府直営事業体職員を含む）

1877万人

ト 非農業部門r-i-366云瓦 ー i農業部門sii万人
農業部門大中農園｝

320万3000人 雇用者数 09回年） 41万6000人

労働力報？？義務企業就業者数 I-:!78 Ji 9山o人

一人
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(/t-¥所） 筆者作成。

(HJ JI＇農業部門法人格事業所就業者数と農業部門大中農園雇用指数を足した数値に公務員数を加
えた数値から政府直営事業体（perusahaanjabatan）職員数をづい、た数をさしあたりフォーマ
ルセクター労働者数と考える。労働力報告義務企業就業者数と公務員数を足した数値から政府
直営事業体職員数をヲil hた値もフォーマルセクター労働者数と考えることができる。

者以外の家族従業員が含まれ得るがその数は少な

いだろう。この数値は，上記の経済センサスの非

農業部門法人栴事業所統計と農園部門を合わせた

就業者数の361万9000人の数値とかなり近似して

いる。ただし，事業所数ではかなりの聞きがある。

この労働力報告事業所統計によると1985/86年

以降90年12月まで事業所数・従業員数ともかなり

の伸びがある。すなわち1985/86年の378万9000人

から90年12月の502万2000人まで約123万人の伸び

があり，事業所も約4万4000増えたli!L-1）。この用

加分にはこれまで報告義務を果たしてこなかった

事業所の分も合まれている可能性はあるものの，

その増加速度は注目すべきであろう。なお，第1

図はフォーマルセクターの労働者数の推計値間の

関係を図示したものである。

集団的労働関係の法律の潜在適用対象企業とし

て前述の25人以上の従業員を持つ企業数について，

労働力省は1990年 1月に 2万6360の事業所数を挙

げているが，そこで働く従業員数については触れ

ていないU!:2oI 0 

以上から1985年前後の労働行政の監督の及びや

すいフォーマルセクターの就業者は約700万人で

これは90年前後には850万人を超していると推測

できる！注26)0 ただし，労働力報告義務の適用され

る事業所の範囲を定めた1981年の「労働力報告義

務企業の段階付けに関する労働力・島瞬間移住大

臣決定」は第 l段階として， 10人以上を雇用する

全ての企業等を定めているにすぎず，将米第2段

階以降の措置がとられ，より包括的に事業所がカ

ノfーされてゆくであろう。したがって，上に述べ

た数値は規制の変化に応じて変わる数値と考える

必要がある。また，官庁，大学，学校などには，

公務員資格取得を待機している段階の職員が大国

に存在している（i凶）。これらの者も行政の監督は

ある程度及び得ると考えられる。この数値につい

ても筆者は今のところ不明である。

このようにフォーマルセクターの労働者数が推

計されるが，この数値は近年上昇しているとはい

え労働契約法の潜在的対象者（非農業部門と農園

部門の雇用’労働者の合計）に比べて約半分しかなし

労働行政の及びにくい労働者が非常に多いことを

示している。ましてや，家族従業者や自営業者も

多くの点で労働者の性格を持つことを考えればな

おさらである悦28）。以下の労働行政や労働組合に

ついての説明では，各々の運動や施策に関わって

いる労働者数と潜在的対象者を示しながら．それ
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ぞれの運動や施策の及ぼす効果について考えたし lo 

（注 1) Burgerlijk Wetboek, Derde Boek Van 

Verbindtenis明 n,Zevende Titel A. Van de overeen-

komsten tot het verrichten van arbeid I民法典．第3

巻契約，第 7a勝一労働遂行のための事きがけ，インドネシ

アにおける民法および労働法では，雇用契約と労働契約

の用請の使い分りはなされていない。

（注 2) 工業部門では「工業企業における労働令」

(Arbeidsregelign・Nijverheidsdebrijven,Stbl. 1941 nr 

467），農園部門では「農園企業における労働規則」（Aan-

vullende Plantersregeling, Stbl. 1938 nr. 98），など。

(i"-j: :{) Undang-undang Nomor 14 Tahun 1969 ten-

tang Ketentuan ketentuan Pokok mengenai Tenaga 

Keriao 

（注4) Undang-undang Nomor 12 Tahun 1948 ten-

tang Undan巨－undangKerja Tahun 1948υ 

（注5) Peraturan Pemerintah Republik Indonesia 

Nomor 8 Tahun 1981 tentang Perlindungan Upah。
（注 6) Peraturan Menteri Tenaga Kerja Nomor. 

PER 05/MEN/1989 tentang Upah Mimimumo 

（注7) Undang-undang Nomor 7 Tahun 1984 

tentang Ratifikasi Konversi yakni Penghapusan 

Segala Ma仁川nDiskriminasi Terhaclap Tenaga k円 ja

Wanitaη 

(i主8) Undang-undang Nomor I Tahun 1970 ten-

tang Keselamatan Keriaa 

（注9) Undang-undang Kecelakaan Tahun 1947 

Nomor 330 

（注10) Soepomo, Iman, Hukum Per，似ruhanBidang 

Hubungan Keη・a ［労働関係部門の労働法］，ジャカルタ‘

Penerbit Djambatan, 1975年， I～5ペーシ。

(i_tJ I) Undang-undang Nomor 2:l Tahun 1948 ten-

tang lJ日dan店undangPengawasan Perburuhan Tahun 

194札

(i十12) Undang-undang Republik Indonesia No-

mor 7 Tahun 1981 tentang Wajib Lapor Ketenagaker-

jaan di Perusahaano 

（注13) Keputusan Menteri Tenaga Kerja clan 

Transmigrasi Nomor: 169.iMEN/1981 tentang Pen-

tahapan Perusah品anyang Wajib Lapor Ketenagaker-

jaano 

(iJ:14) Unclan日undangNomor 8 Tahun 1974 ten 

tang Pokok pokok Kepegawaiano 
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（注15) Djatmika, Sastra; l'vl呂rsono,Hukum Kepe-

gawaian di lndones必［インドネシアの公務員法］，ジャ

カルタ， PenerbitDjambatan, 1978年， 19～21ページ。

（注16) I》eraturanMcnteri Tenaga Kerja, Trans・

migrasi clan Koperasi Nomor: 02/MEN/1978 tentang 

Peraturan Perusahaan dan Perundingan Pembuatan 

Perjanjian Pcrburuha110 

（注17) Penjelasan Atas Peraturan ::'v!enteri Tena-

ga Kerja, Transmigrasi, dan Koperasi Nomor：飽／

MEN .1978 tentang Peraturan Perusahaan clan Peru-

ndingan Pembuatan Perjanjian Perburuhan0 

（注18) 全インドネシア労働者連合 (FBSI）の規約第

3条は，組合員資怖について，産業別労組は，全国レベ

ルで最低 l}j人の車t1t,-tiと15の単組（basis）を持たなけ

ればならない（第 1Jti)，州レベルの地方産日1/(SBLP 

Regional)を組織する際2000人の組合員とlOU）単純iを持

たなければならず，県レベルの地域産別（SBLPLokal) 

を組織する際25人の総合員を組織する 1単組がなければ

ならない（第2項d），と規定していた。

（注19) Peraturan Pemerintah i¥"omor 33 Tahun 

1977 tentang Asuransi Sosial T己nagaKerja。

（注20) Surat Keputusan Menteri Tenaga Keqa, 

Transmigrasi clan Koperasi Nomor: KEP 116/MEN / 

1977 tentan巨 PeraturanTata Cara, Persyaratan 

Pendaftaran, Pembayaran Iuran clan Pembayaran 

Jaminan Asuransi Sosial Tenaga Kerja，および Ke-

putusan Menteri Tenaga Kerja Nomor: KEP-278/M 

E~ 183 Tanggal 20 Desember 1983 tentang Peruba-

han Atas Bab II Pasal 2 Ayat (1) Sub A Keputusan 

Menteri Tenaga Kerja, Transmigrasai dan Koperasi 

Nomor: KE!' 116/MEN/1977 0 

（注21) Biro l'usat民tatistik,Senszぉμ付仰zirm1983, 

Hasil Sensus PerルhunanBesar, Seri F6 [198:l年農業セ

ンサス，大農闘センサス調査結果，シリーズド6J，ジャ

カルタ， 1987旬、

（注22) 民法第3巻第7a編の第1601C条第2項は，

請負作業契約も同様の契約が数回継続されるとき，各回

休止期間があったとしてもその請負作業契約全体が労働

契約とみなされる，と述べてし喝。また，労働力省は，

請負契約やB雇い労働契約，および委託作業関係におけ

る家内労｛動についても規制を行ないたいとの怠向令持1

ている。たとえば委託作業関係における家内労働につい

て， I9891f1UJ29ll，労働力省は ILOと共同で lインド
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ネシアにおける農村女子家内労働者」に関するセミナー

を政労使三者の参加を得て実施した。 Ario, Sutikno, 

“Dari: Triparti Nasional Policy on Ruralれ’omen

Homeworkers in Indonesia, Perlu disusun kebijak-

sanaan dan program pembinaan serta perlu perlin-

dungan bagi pekerja wanita rumah”：インドネシアに

おける農村女子家内労働者の政策に関する全国三者セミ

ナーから一女子家内労働者のための政策と育成プログ

ラム策定， および保護行政実行が必要L Majalah Te-

加 igaKeη仏 Tn仰げiNasio加 l［労働力雑誌・全国政労

使三者］，第9巻第20号， 1989年， 83～85ペーシ参照。

（注23) Hutagalung, Sahala H.，“Disiplin, produk-

tivitas dan kesejahteraan pegawai negeri”［国家公務

員の労働規律と生産性および福祉］， B出 ines.sJ治 ws,第

4769号， 1989年2月20日。

（注24) Departemen Tenaga Kerja ［労働力省L
Data Ketenagakerjaan Nomor 1 Tahun 1991 ［労働力デ

ータ， 1991年第 1号J, ジャカルタ， ProyekPengem-

bangan Statistik Ketenagakerjaan dan Pengendalian 

Proyek-proyek Depnaker Biro Perencanaan ［労｛動力

省計画局諸プロジェクト統轄および労働力統計整備プロ

ジェクト］， 1991年。

（注25) Suara Pembarua凡 19君。年 1月9討。

（注26) 中央統計局は！LOの定義に基ついてインフ

ォーマルセクターとフォーマルセクターの労働力人口を

試算している。これによると1985年で1951万人がフォー

マルセクターにいると計算されている。プリヨノ 前掲

論文 209～214ページ。本稿は，民法の言う労働契約関

係にありかつ通常の労働行政が対象とし得る部門をフォ

ーマルセクターと呼んでおり，中央統計局の定義とは異

なる。

（注27) 謝礼職員（pegawaihonorair）やホンダ職員

(pegawai Honda）と呼ばれている。謝礼教員は給与が

人件費以外から謝礼として支出される。 Djatmika;

Marsono，前掲書， 17ページ。

（注28) 労働力省は，街頭物売り少年やベチャ曳きに

対する政策を実施し，また委託システムにある家内労働

者に対する法律等も考慮中である。ただこれらは労働契

約の下にある労働者に比べ｛呆護政策の実施は容易では

ないだろう。また，労働者保護の行政の進展に反して，

企業は期限っき労働契約労働者（pekerjakontrakan）や

臨時労働者を多く用いる傾向が指摘されている。 Kam-

μ品1990年9JJ13日。これらの労働者は報告労働力者数

規制緩和政策下のインドネシアにおける労働問題と労働fJ i政

から落ちている可能性が高い。

III 労働行政と規制緩和

1. 労働行政における規制緩和

一連の規制緩和政策の中で，労働行政部門でも

これに符合した規制緩和政策がとられてきた。す

なわち，すべての企業について 1日9時間 1週54

時間までの労働に関しては労｛動力省よりの許可を

得る必要をなくした， 1989年の「 1日9時間 1週

54時間労働者を雇用する企業についての労働時間

と休息時間規定逸脱許可付与に関する労働力大臣

決定」（ltI）がその 1つである。また，観光事業振

興政策と労働行政における規制緩和政策とを結び

つけ，観光部門における深夜労働許可を含む労f動

力省管轄下の多くの権限を観光・郵便・通信大臣

に移行させた1987年の Fホテル，史跡および観光

資源に限った観光部門のリフトの使用，ボイラー

の使用，深夜労働・時間外労働・休日の許可およ

び外国人労働力の使用許可権限の観光・郵便・通

信大臣への付与に関する労働力大臣決定」｛注引も

実施された。 1989年3月に「深夜における女子雇

用の方策に関する労働力大臣令」｛注3）は，規制緩

和政策下で常態化し社会問題となっている女子の

深夜労働についての条件付き制度化であり，規制

緩和政策との関連で理解される必要がある。また

これらの規制緩和は，輸出振興政策と密接なつな

がりがある。 1989年の「結婚・妊娠・出産を理由

とした解雇の禁止に関する労f動力大臣決定」（注4)

L 規制緩和政策下で社会問題化している女子労

働者の労働条件‘に関するものである。これらの政

策の問題点については，急成長輸出産業における

農村出身女子労働者保護問題の文脈で捉えられる

必要があり，別稿に譲りたい。

33 
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重要な規制緩和政策は， 1986年のー解雇方法，

解雇一時金，功労金および補償金に関する労働力

大臣決定」 (/E5）である。その第6条は，法的な証

明が付された文書が提出されることなく最低6日

間労働者が出動しなかった場合，労楊者は退職し

たとみなされ労働紛争調整委員会の許可なく解雇

ができるとしている。第5条第c項も，労働者が

書面で辞退したとき，労働紛争調整委員会の許可

なしで解雇できるとしている。その他，第9条第

( 1)項第d項は「企業内外での五盗難・隠匿・虚偽な

どの犯罪を犯したとき」，第 i項は「国家の利益

のため以外に，会社の秘密を明かし，秘密にすべ

き企業経営者やその家族の名誉を汚したとき」

労働紛争調整委員会は企業に解雇の許1iJを与え

るとなっている。これは，これまでの「民間企業

における労働関係の終了に関する1964年法律第12

号」（注6）が，解雇をできるだけ避けるよう努力義

務を課し，労働組合との協議を義務づけ，それが

不調の場合は労働紛争調整委員会の許可を侍るこ

とを義務づけており，この64年の法律第12号や67

年の労働力大臣同状が基本的には解雇は労働紛争

調整委員会の許r,Jを得なければならないと規定し

ていることと比べ，大きな変化である。この規定

の意味合いについては，同じく女子労働者保護問

題で論じたいが，企業に対し労働者の解雇を容易

にしていることは否定できず，現在の労働組合の

ナショナルセンターである SPSI(Serikat Pekerja 

Seluruh Indonesia。全インドネシア労働組合）は，

この新しい労働力大臣決定の特に上に述べた項目

が，企業の労働者解雇に際しあまりに広い解釈を

許すと考えている位打。

2. 急速な工業化の中での労働行政の進展

以上のように規制緩和政策に沿った労働行政あ

るいは労働監督行政の簡素化と考えられる政策が
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あり，なかには労働側の批判を呼んでいる政策も

あった。しかし，全体としては労働者保護および

雇刑・社会保障政策の制度の整備の方向に進み諸

法規制成少どころか増加している。

この聞の労働行政について，特筆されるべき政

策は刑罰規定のある最低賃金制の実行であろう。

また，パンチャシラ労使関係において，企業レベ

ルの労組の結成， ASTEKへの加入や企業労働安

全衛生委員会（P2K3）の結成も強く奨励されてい

る。労働協約の締結は特に重視3れている。また，

工場労働者の低賃金問題解決のため，最低賃金の

実施と同時に，最低賃金の改善のため最低生存費

と最低生活費の計測に関する議論が行なわれてき

た。以上については，別稿で触れたので参照して

いただきたい（注8）。その他，児童労働保護につい

ての法整備が行なわれ位円また職業訓練システ

ム確立の試み悦10）もなされた。以下雇用政策と社

会保障について簡単に述べたい。

まず雇用政策の一環としての職業紹介事業につ

いて簡単に角針lる。企業が求人を行なう際，「求人

報告義務に関する1980年大統領決定第4号」（注LI)

に法づし、て求人有数・職種などを労働力省に報告

しなければならない。この法律に基づいた新規求

人数は1984年は11万2746人であったが88年には17

万5440人に増加した。 会方雇用事務所に登録され

た新規求職者は，例年が69万9731人であったが88

年は95万5305人lこ増加し世間，新規求人数を新規

求職者数で割った求人倍率は84年が0.16であった

のに対し88年は0.18で大きな改善があったとはほ

い難い。 1987年の求職者についての求職活動を全

国労働力統計から見ると，完全失業者 184万2870

人の内52万7570人は雇用事務所に登録するか，原
一

用事務所での登録と｜’加

いしその｛也の方法を紐み合わせている（注13）。した
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がって，完全失業者184万人のうち28.6ぶは雇用

事務所に登録していることになる。著しく低い求

人倍率や高い失業率や不完全就業状態を考えれば，

労働市場調整に果たす労働行政の役割は依然低い

が無視できないと言える。筆者が1990年にインタ

ビューしたタンゲランの陶磁器工場も470人の従

業員のうち， 90年に新規開設した部門の60人につ

いてはスカブミとタシックマラヤの雇用事務所を

通じて雇用していた。

その他， ASTEKへの加入も強力に進められ，

1990年11月現在387万6698人・ 2万8973の事業所

が加入している悦14）。この ASTEKには公務員

が参加していないことを考えれば前節で述べた

1988年の民間フォーマルセクターの労働者数に比

べ充分意味のある数値であることが分かる。ただ

し， ASTEKに加入すべきなのにその従業員を加

入させていなかったり従業員の一部しか加入させ

ていない企業の数は多数に上る（注15¥ 1989年より，

解雇者に対する解雇一時金の ASTEKからの支

払が始まった（注目）。

（注 1) Keputusan Menteri Tenaga Kerja No-

mor：目 KEP.608/MEN/1989 tanggal 30 S叩 tember1989 

tentang Pemberian Izin Penyirnpangan W aktu Kerja 

dan W aktu Istirahat Bagi Perusahaan perusahaan 

yang九1ernpekerjakanPekerja 9 Jam Sehari dan 54 

Jam Serningguo 

（注 2) Keputusan Menteri Tenaga Kerja R.I. No 

rnor: KEP 1897 /MEN/1987 tanggal 23 Desernber 1987 

tentang Pelimpahan Wewεnang Pεrnberian Izin 

Penggunaan Lift, Izin Penggunaan Boiler dan Izin 

Kerja Malarn, Kelebihan Jam Kerja dan Waktu Libur 

Serta Izin Penggunaan Tenaga Kerja Warga Negara 

Asing Pendatang dalarn Bidang Pariwisata Khusus 

untuk Hotel, Wisata Bahari dan Obyek Wisata 

kepada Menteri Pariwisata. Pos dan Telekornunikasi0 

（注 3) Peraturan Menteri Tenaga Kerja R.I. Ko-

mor: 04/MEN/1989 tentang Tata Cara Mernpekerja-

規制緩和政策トωイント才、シアにおける労働問題と労働行政

kan Wanita pada Malarn Hari0 

（注 4) Keputusan Menteri Tenaga Kerja T、Jornor:
PER-03/MEN 11989 tentang Larangan Pernutusan 

Hubungan Kerja Tεrhadap ¥Vanita Karena Menikah. 

Hamil. dan Melahirkan0 

（注 5) Peraturan Menteri Tenaga Kerja Nomor. 

PER-04/MEN/1986 tentang Tata Cara Pemutusan 

Hubungan Kerja dan Pεnetapan Uang Pesangon, 

Uan宮Jasa dan Gan ti Kerugaino 

（注 6) Undang-undang ：，..；’omor 12 Tahun 1964 

tentang Pemutusan Hubungan Kerja di Perusahaan 

Swastac 

（注 7l lvledia lndonesiι1991年8月10日。

at s) 水野広姑「労働市場と労使関係ー（三平・佐藤

編前掲書所収） 258～265ページ参照。

（注 9) Peraturan Menteri Tenaga Kerja j¥ ornor: 

PER Ol;MEN/1987 tanggal 7 Pebruari 1987 tentang 

Perlindungan bagi Anal王yangTerpaksa Bekerja：労

働せざるを得ない児童保護に関する1987年 2月7日労働

力大臣規剣 No.PER-01公11EN/1987],Instruksi Presi-

den Republik Indonesia :--.;ornor 2 Tahun 1989 tanggal 

23 Maret 1989 tentang Pembinaan Kesejahter呂an

Anak：児童福祉育成に関する 1989年3月23日インドネ

シア共和国大統領令1989年第2号＼

(i土10) Keputusan Menteri Tenaga Kerja：、・omor.
KEP 133UI¥1E;..;/1987 tanggal 10 September 1987 ten-

tang Pola Urnum Pembinaan Sist巴rnLatihan Kerja 

T¥asional ［全国職業訓練システム確立のための一般方法

に関する1987年9月10臼労働力大臣決定 No.KEP-1331 

/MEN/1987年］。

（注11) K芭putusan Presiden Republik Indonesia 

Nornor 4 Tahun 1980 tentang Wajib Lapar Lo日•angan

Pekerjaano 

（注12) Departemen Tenaga Kerja, Data Ketenaga-

kojaan，入＇omor2 Tahun 1986 ［労働力データ， 1986年

第2号jProyek Perencanaan dan Pembinaan Proyek 

proyek D叩 naker,Biro Perencaan ［労働力省計画局諸

プロジヱクト計画・育成プロジェクトJ' ジャカルタ，

1986年／河， DataKetenagakeη＇aan, Nomor 4 Tafum 

1989 ［労働力データ， 1989年第4号：， Proyek Peren-

canaan dan Pembinaan Proyek-proyek Dεpnaker, 

Biro Perencaan 1990年3

（注13) Biro Pusat Statistik, Keadaan Angkatan 

3ラ
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Kerja di Indonesw, 1988 ［インドネシアの経済活動人口

の状態， 1988年］，ジャカルタ， 1990年。

(i主14) Departemen Tenaga k町a,Data Ketenaga-

k問。an,Nomor 1 Tahun 19910 

Ci主15) Suara Pembanum, 1990年 5月7日。

（注16) Keputusan Menteri Tenaga Kerj a 討o 

mor: KEP-869/MEN/1986 tanggal 27 September 1986 

tentang Bantuan Keuangan bagi Tenaga Kerja 

Peserta ASTEK yang Mengalami Pemutusan Hubun-

gan Kerja ［解雇された社会労働力保険加入労働者のた

めの資金援助に関する1986年割 /l27f:l労働力大臣決定

No. KEP 869/MEN/1986年入

N 規制緩和政策下の労働組合と

労使関係

1. インドネシアの労働三権と規制緩和

政府のこの聞の労働組合に対する政策は，新た

に出された法令で見ると，規制緩和あるいは自由

化という方向をほとんど持たなし、このことを詳

述する。

1945年憲法の第28条は団結権は法令で定めると

述べており， 69年の「労働力基本法」の第11, 12, 

13条は団結権，団体交渉権を保障し，行動権につ

いては法令で定めると規定している。

インドネシアは ILO条約第98号 V団結権およ

び団体交渉権についての原則の適用に関する条約」）

を批准しており， 1956年法律第四号（注1）によって

囲内法になっている。 1975年の「労働者組織の登

録に関する労働力・島瞬間移住・協同組合大臣

令」（注2）は，労働組合連合（gabunganserikat bu-

ruh）の登録の要件として， 20以上の州に代表（pen-

gurus）を持ち，また15以上の単組の参加を挙げて

いた。しかし， 1987年に新たに「労働者組織登録

に関する労働力大臣令」（住3）が出され，労組（seri-

kat pekerja）登録の要件｛労働組合中央組織設立の
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要件の意味）として少なくとも20の州， 100の県

（市）に代表を持ち， 1000の単組の参加を得ること

が挙げられ，条件が一層厳しくなった。単組は，

中央組織に属する単組として設立されねばなら

ない。労組登録は，労働協約を締結したり， P4P

（中央労働紛争調整委員会）や P4D （地方労働紛争

調整委員会）等を通じた労使紛争処理の当事者に

なったり，チェック・オフシステムを利用する労

組活動にとって欠くことのできない要件である。

1986年の「企業レベルの労働組合（SerikatPeker-

ja di Perusahaan）の結成，育成，発展の指針に関

する労働力大臣決定」（注4）は企業レベルの労樹組

合（単組と同義）の設立の手続き，組織，運営な

どの規定を定めた。この中で結成に先立つ普及活

動は行政，企業， SPSIの三者が行なうこと，結

成の発起は当該企業の労働者の発意ないし会社の

助言、に基づいて SPSIに対してなされること，結

成に先立ち組合執行部の選出等を行なう実行委員

会は企業と県レベルの SPSI地区委員会に相談す

ること等が定められている。そして，執行委員会

役員の選挙結果などの書類とともに出された労組

結成申請は SPSI地区委員会で同意され，後，当

該企業とインドネシア企業家協会（APINDO）／イ

ンドネシア商工会議所（KADIN）および県の労働力

省事務所の立ち会いの下正式に承認される。この

ように単組の結成iこ際しての会社の関与と SPSI

地区委員会による合法化の手続きが規定された。

またパンチャシラを大衆団体の唯一の綱領とする

ことを定めた「大衆団体に関する1985年法律第8

号J悦引の規定を満たさなければならない。

団体交渉権については， 1954年の「労働組合と

使用者の間の労樹協約に関する法律」（注引や78年

の「就業規則および労働協約締結交渉に関する労

（動力・島瞬間移住・協同組合大臣決定」（注7）によ
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って規定されている。 1985年には「労働協約締

結方法実施に関する労働力大臣令」（注射が出され，

労働協約締結の指針が示されると同時に，初めて

労働協約を締結しようとする労組は当該事業所の

従業員の少なくとも半数の組合員を擁しなければ

ならないという条件が付加された。

行動権について見ると，「労働紛争調整に関す

る1957年法律第22号」（注9）が労働紛争調整委員会

の機能と権限を定めている。ここでは，労使紛争

を労使双方の解決努力，仲裁委員による仲裁，

P4Pによる決定の諸々の段階のある労使紛争解決

方策が規定されている。この法律によるとストラ

イキおよびロックアウトを実行しようとする当事

者は，仲裁委員による仲裁の不成功，ないし交渉

が一方によって拒否された，あるいは過去2週間

に2度他方に交渉を働きかけたが成功しなかった

とする説明を述べた書類で，行動の予定を交渉の

相手および， P4Dに通知し， P4D委H長よりこ

の書類を受理したとする手紙を受け取った後に行

動できる。 P4D委員長は，この書類を受け取っ

た後， 7日以内に受理の手紙を出さなければなら

ない。ただし，この 7日間に P4Dが決定を下し

た場合，紛争当事者は従うか， P4Pに提訴しな

ければならない。 1986年には「時間外勤務手当，

ストライキ，期間付き労働契約，解雇および企業

地位ないし所有の変更の諸ケースに特に前面した

労使紛争根絶の一般指針および指示にtWiする労働

力大臣決定書J（淀川が出され，違法スト対処の指

針が示された。この中で企業は，その調整に地方

政府，瞥察，地区軍（Kodim）と協力して当たるこ

ととされた。また，「重要企業・省庁・事業体にお

けるストライキおよびロックアウト［n］避に関する

1963年法律第7号J（注11)と「重要企業・術庁・事

業体におけるストライキおよびロックアウト回避

規制緩和政策下のインドネシアにおける労働問題と労働行政

lこ関する1963年大統領決定第123号J佳 12）により，

47の民間国営企業・政府機関・大プロジェクトに

おける争議行為は禁止されていた。ただし，この

重要企業・事業体における争議行為を禁止した大

統領決定は199011"二に陪止された。若干の規制緩和

政策と言うことができるだろう。

このように労働三権については，規制緩和と言

うより，団結権に見られるように，労組登録の要

件が一層厳しくなり，新しい労組の登録法著しく

困難と言える。では，との様な法令レベルの政府

の政策下，労働運動はどの様な展開を見せたのだ

ろうか。

2. ナショナルセンタ一一一一全インドネシア

労働組合

1980年代後半のインドネシア労骨運動界におけ

る最大の変化は，それまでの FBSIから SPSIへ
の組織変更と，この組織変更と前後して展開した

国際労働組織とインドネシアの労働組織との摩擦

や協力の関係であろう。

まず，現在の SPSIおよび他のインドネシアの

労働組織について説明する。 SPSIは単一体（uni・

tar）組織として，中央，州，県の各々のレベルに

執行委員会（dewanpengurus）を持ち，末端組織と

して単組（unitkerja）がある。これらは垂直組織

(organisasi vertikal)と呼ばれるのに対し，水平組

織（organisasihorizontal)として産業別に分けられ

た1990年現在日の部門（sektor/ departemen）があり，

垂直組織の得々のレベルにも能力に応じて水平組

織が作られるW,13）。

1989年11月の第2回全国指導者会議（Musyawa-

rah Pimpinan II）の際の報告では，組合費を納め

ている組合員は86万8194人であった（注14）。組合員

数と単組数の9の産業部門別の内訳は第5表のと

おりであるの 1990年12H現在，単組総数は8946・
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組合員総数は92h8169人である（注15）。前述のよう

に労働力街は，従業員25人以上の組合設立可能な

事業所数は 2万6360と推計しているから，組合設

立可能事業所の33.5おに組合が存在していること

になる。

これらの数値を前節で述べた民間部門のフォー

マルセクターの雇用者数と比べてみれば，それが

充分忌昧のある数値であることが分かる。すなわ

ち， 1985｛干の経済センサスから得た 362万人や．

90年12月の労働力報告企業の 502万2000人の各々

25.6；はないし18.5ぶということになる。さらに，

法人格を持つ事業所が25人以上の従業員を持つと

は限らず，また10人以上の従業者を持つ労働力報

告義務事業所は明らかに25人以上ω従業員を持つ

事業所より多いことから， 2万6360の組合設立可

能企業の従業員総数に対する SPSIの組合員ω比

率は上の数値より明らかに高くなる。月lj稿で述べ

第5褒 SPSIの部門別単組数と組合員数

(1990年12月）

$一一叩門 i単瓦－fil Ht合百瓦
農業・帝序：｜ 690 I 101司862

繊維 I l, 261 I IS~{, 281 
運 輸 I 2,046 I 109，川1

流通・金融・保険｜ 934 

木材・公共事業！ 1,067 

製薬・医療 j 232 

観光・食品 1,418 

金属・電気・機械戒｜ 735 

化常・エネルギー｜ 562 

ii ,ii・ I s, 946 

75,442 

143, 719 

25,266 

174,482 

71,547 

72,727 

928,169 

（出1ifrl Departemen Tenaga Keria r労｛動力行］，
Data Iイetenagakeηaan No抑制一 J. Ta/um 
1991 1労働データ， 1991年第 I,, ; ] ，シャカ
lレタ， ProyekPengenbangan Statistik Ke-
tenagakerjaan dan Pengendalian Proyek-
proyek Depnaker Biro Perencanaan, 1991年c

38 

たように，これらの組合の数に対して，労働協約

締結企業は1990年 1月現在5136企業であった。就

業規則について見ると， 1990年 1月で 1万7360企

業において作成され，これが存在すべき企業数の

66.2ぶであった｛注16）。

公務員法1971年より，インドネシア共和国公務

員団（KorpsPegawai Republik Indonesiao 以下

KORPRIと呼ぶ）に組織されている（注17）。 これは

公務員の全員加盟制の組織である。国営企業の職

員もこの KORPRIに組織されている場合がほと

んどである。ただし，国営企業のうちの職員が公

務員ではない公社や国営株式会社では，職員は労

組を結成し労働協約を締結できる可能性がある。

このため， SPSIはこれらの企業における労組の

結成と労働協約の締結を政府に要望している(iU8）。

また，公立私立学校の教員はインドネシア共和国

教員同盟（Pers<:1tuanGuru Republik Indonesia" 

略して PGRI）に組織されている。この組織も校長

なとを含む全職員組織であり，多くの学校も経営

する大組織である。この教員同盟は， 1973年にそ

れまでの労働中央組織が糾合されて FBSIが設立

されたとき， FBSIに参加したが， 73年に教H同

盟の専門家組織（organisasiprofesi）への組織編成

替えに伴い FBSIから脱会した（注19）。したがって，

KORPRIと教員同盟は SPSIの組織に加盟してい

ない。ただし，後述するように1990年に教員同盟

が労組として登録されたc このことの背景等は次

節で述のべる。

今日の SPSIは， 1985年11月にそれまでの FB

SIが名称と組織編成替えを行なって成立した。

FBSIは1985年当時21の産業別労組の連合組織で，

産別労組と FBSIは各々中央から県レベルまでの

組織系統を持っていた。このように産別労組と

FBSIの各々が組織系統を持っていたことは組織
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の二重構造であり，時に同ーの単組の問題に対し，

両者の対応が異なって衝突することさえあったと

して，組織を簡素化・集権化し，運常をより柔軟

かつ規律のあるものにするため単一体組織の SP

SIに転換した。そのため21の産別労組は 9 （のち，

船員部門を含めて10になった。その後いくつかの部

門は分割され現在は13である）の部門に簡素化され

た。そして， FBSIのアグス・スドメ（AgusSu-d 

ono）会長，アドルフ・ラフマン（AdolfRachman) 

事務局長をはじめ多くの中央執行委員会役員が安

代し， SI》SI0)会長にイマム・スダルウォ (Imam

Soedarwo）が就任した（注20）。

しかし，新組織の成立に伴いそれまでの産別労

組は解消したと考える新中央執行委員会に対し，

新しい SPSIの綱領の解釈からこれまでの産別労

組は存続していると考える13の産別労組は，産別

労組共同事務局（SekberSBLP）の結成を図った。

このため，このグループは産別労組共同事務局を

SPSIが認めるか，あるいは SPSIの外に月I］個の

組織として存在できるよう労働力大臣らに要望し

た。 SPSIらにはこれらの要望を認める意志は全

くない。さらに産別労組共同事務局は内務省に

「1985年大衆団体法」に基づき組織登録を図った

が拒否された（注21）。 SPSIの地に別の労働運動組

織を作る試みはその後も続けられ， 1990年には著

名な人権問題運動家のプリンセン（Prinse川のもと

にスティア・カワン自由労働組合（SerikatBuruh 

Merdeka Setia Kawan）が結成され，労組登録の

手続きをとったが労働力大臣らにはこれを認める

意向はない（注22）。スティア・カワン自由労組では，

1987年の「労働者組織登録に関する労働力大臣

令」の労組鷲録の要件をとうてい満たさないだろ

うと考えられる。

これらの SPSIとその他の労働組織の動さは，

規制緩和政策下のインドネシアにおける労働問題と労働行政

国内問題と同時にインドネシアの労働問題をめぐ

る国際的動きにも関連を持っている。国際労働組

織が特に問題にした点はインドネシアの労働三権

であった。次に岡際労働組織との関係を述べる。

3. 労働組合と闇際関係

FBSIの設立者o)I人で，その会長であったス

ドノは1968年より国際自由労連・アジア太平洋地

域組織(ICFTU-APRO。以下アジア太平洋池域綴織

についてはAPROと略称）の副会長を務め， 1978年

lこは ILO総合の副議長も務めた。これからも分

かるように FBSIと同際労働組織の関係は基本的

には良好と員えた (i凶）。しかし， FBSIから SPSI

に転換した後，車L離が目立ち始めた。アメリカ

労働総同盟・産業別組織会議（以下AFL-CIOと呼

ぶ）はアメリカ商務省に対し，インドネシア製品

に対する一般特恵制度（GSPJの適用除外を1987年

から89年まで3回申請した。理由は，インドネシ

ア政府が労働三権を尊重していないとするもので

あった（注24）。

また国際自由労連もインドネシアが国際労働基

準(InternationalLabour Standard）に沿っていなし通

と批判している。批判点は，インドネシアがILO

第87号条約（結社の自由および団結権の保障に関す

る条約），第98号条約に違反しており，また1985

年の FBSI第2同総会（FBSIから SPSIへの転検を

決定）に際し政府の介入があったとするものであ

る。これらの批判は ILO総会でも論じられてき

た（注25）。規制緩和政策の目標が，インドネシア工

業製品の輸出振興である以上，このAFL-CIOのア

メリカ商務省への提訴は，インドネシア政府によ

り深刻に受けとめられている。

これらの批判点に対し SPSI中央執行委員会や

労働力大臣は，インドネシア政府は ILO第98サ条

約には違反していない（第87号条約は批准していな
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い）， 1985年の FBSI第2回総会決定は FBSI総

意に基づいていたと反論している悦26)0 政府や

SPSI中央執行委員会は国際労働組織や各国労働

組織に代表団を派遣して説明に努めてきた。この

成果もあってアメリカ政府は AFL-CIOの申請を

却下している（注27）。また， SPSI Iま国際的批判を

かわすため，国際自由労連への加盟を図っているつ

国際自由労連はインドネシアに事務局長を派遣し

たり， SPSIと共同で種々のセミナーを開いて意

見交換を行なってきた。

1990年 9月のセミナーで APROは， 8由で民

主的な労組が発展するよう SPSIに援助していく

としながらも，インドネシアに民間部門にひとつ

のナショナルセンターしか認められていなL人点，

公務員がKORPRIに入らねばならず労働組合を

結成できない点，教員が労組を結成しなl＞点， SP

SIの指導部に退職高級公務員や退役軍人が多数含

まれている点等を批判点として挙げた悦28¥

これらの批判と相前後して1990年に労！動力大臣

は，インドネシア共和国教員同盟の労組登録を認

めた（注29）。大組織である教員同盟は前述の厳しい

労組登録の要件を満たした。教員同盟は前述のよ

うに校長等を含む学校関係者を広くメンバーとし

ており，労組としてどのような活動を行なってい

くのか注目される。

SPSIの閑際自由労連への加盟はまだ実現して

いない。実は国際自由労連にはインドネシアから

すでに加盟している組織がある。それは，インド

ネシア・イスラム労働組合連合（GASBIINDO)，イ

ンドネシア・イスラム教徒労働組合｛SARBUMSIJ,

インドネシア・イスラム労働組合組織連合（GOB

SI)および自由イスラム労働者会議（KBLM）である。

これらはpずれも， 1973年に FBSIが21の労働運

動中央組織を糾合して生まれる前に存在した，か
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って政党と連携を持っていた各々歴史のある中央

組織である（出0)0 国際自由労連と協力関係にある

国際産業別組織はTS）には， SPSIへの転換によ

って生まれた産業部門がいくつか加入した世31）。

一方，この転換によって解消したとされている

FBSIの下にあった産業別労組も国諜産業別組織

に多数加入している｛凶2）。国際自由労連への加盟

に際しては，「執行委員会が，その関係国にある既

加盟のナショナルセンターとの協議を経てその加

盟が望ましいと認めることを条件とするJ注制。

産別労組共同事務局結成には， 1973年以前からの

組合活動家や FBSIの指導部にいた人々の， SPSI

以外の組織結成を望む声が背景にあったと言われ

る（注34）ことから考えても， SPSIの国際自由労連

加盟にはまだ時間がかかりそうである（注3510

1991年には，ブロンク (Johann出 PieterPronk) 

IGGI （インドネシア債権国会議）議長のインドネシ

ア訪問の探に団結権などの労横権が論じられた。

プロンクは自由労組がインドネシアで承認され

ることを要望することで，間接的にスティア・カ

ワン自由労組の承認問題iこも触れた（注36）。さらに

1991年5月， AFL-CIOは再度アメリカ政府lこイ

ンドネシア製品に対する一般特恵制度の適用除外

措置を申請した。この時はスティア・カワン自由

労組の承認問題がインドネシアにおける団結権の

欠如の具体例として挙げられている惜37）。インド

ネシア国内ではこれらの国際的注目に呼応するよ

うに，コスマス（Cosmas）労働力大臣の第78回国

瞭労働会議 (ILC）議長立候補に反対する動きが見

られるなど，インドネシア労働問題の国際化は一

層強まっている世38）。

インドネシア国内での SPSI以外の組織の結成

背景には SPSIに対する批判が存在しよう。上記

の諸問題点以外でトも， SPSIの財政的基盤の弱さ
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や組合員の権利の擁護に非力で‘あるとする問題点

の指摘は国内でもしばしばなされている。経営者

が労組の執行部に入ったり委員長になることがあ

る。また政府のパンチャシラ労使関係育成政策

の中で， SPSIは労働側の代表として位置づけら

れ，企業レベルでの単組結成に際し SPSIt並区委

員会による承認を受けなければならないと規定さ

れるなど（注39l, SPSIは労働側組織として独占的

地位を政府により保証されている。

ただ SPSI単組結成が認められないことから生

じたストライキや， SPSI単組を結成しようとし

て解雇される労働者が跡をたたないことから見て

もほ4ol, SPSIが全く無力とは考えられな＼， l 0 ま

た， 1991年になって SPSIは上記の労働三権を規

制する諸法律のうち87年の「労働者組織登録に関

する労働力大臣令」と，組合設立への経営者の関

与の道を聞いている86年の「企業レベルの労働組

合の結成，育成，発展の指針に関する労働力大臣

決定」などは法的により上位にあるこれまでの法

律と矛盾し団結権を不当に制限している，として

労働力省に再検討を要望している（出九地方レベ

ルの SPSIには，経営者が労組の執行部iこ入った

り委員長になることに批判を強めているところが

ある（注42）。

これらからインドネシアの労働三権の問題は，

SPSIに対する批判を伴った SPSI以外の組織の

団結権とそれに続く諸問題と， SPSIも批判する

諸問題が絡み合っており，特に前者との関連で国

際労働組織との関連が問題の顕在化とその展開を

もたらしている。現行システムの下ではインフォ

ーマルな労組が結成されても，政府に登録されな

ければ活動可能領域は著しく狭いことは事実で，

SPSIからの批判が顕在化しつつある事実は注目

されよう。

規制緩和政策下のインドネシアにおける労働問題と労働行政

従来から，インドネシアの労働問題に対する国

擦的批判は存在したが，輸出振興を柱とする規制

緩和政策下，インドネシア製造業製品の輸出が急

増した。この結果，アメリカの一般特恵付与の解

除に結びつき得る国際労働組織の批判がインドネ

シアの労働三権をはじめとする労働問題に大きな

政治的影響力を持つ環境ができあがった。労働行

政における規制緩和が，輸出握興に関連して実施

されたのに対し，労樹三権の領域ではほとんど規

制援和の方向がなしむしろ一層規制が強化され

たため，国際労働組織のインドネシア政府に対す

る批判は一層強まった。この批判が背景にあり，

一方では急速な工業化が労働問題の新たな震開を

促進している。以下，この間の労使関係の浸開を

パンチャシラ労使関係とも関連させて述べたいっ

4. 最近のストライキ多発揮向とパンチャシラ

労使関係

パンチャシラ労使関係の下では，行動権は保証

されているものの，ストライキやロックアウトは

極力避けるべきであるとされている惜43）。

しかし現実には，最低賃金・レパラン一時金・

残業手当などの賃金問題，労組の結成，女子労働

者の出産休暇の確保，事実上の出産退職制反対，

生理休暇要求，食事の改善などをめぐったストラ

イキやデモが増加傾向にあり，特に1990年以降は

この頬向が顕著である。政府統計によれば，スト

ライキ件数，延ベストライキ参加時間ともに1985

年以来89年まで減少していた位以）。しかし， 1990

年5月から 6月のジャカルタ・タンゲランの謹製

工場，菓子工場，陶磁器工場，識維工場，運動靴

工場tこ連続して生じたストライキ，デモ，ロック

アウトは「ストライキ熱病」（dem呂mmogok）とも

形容された（注45）。さらに1991年にはストライキの

多発は目立った社会現象となり，コスマス労働力

41 



1992050044.TIF

大臣も労働争議が過去7カ月間前年比50：；；：も増加

し，解雇問題とストライキが中心であると91年8

月に述べている (1±46）。

最も注目を集めた争議はタンゲランωガジャ・

トゥンガル社（PTGajah Tunggal。大子タイヤメ

ーカー）のケースである。 8月初め，最低賃金の

遵守，食事手当，通勤手当の引き上げ要求に始ま

ったこの争議は， 8月20日には当局に拘束されて

いる労働者の解放， SPSIの解散と改組，通勤手

当の引き上げなどを求めて同社グループ企業12社

の労働者 1lJZOOO人がタンゲラン県議会に請願し，

町の機能が麻婚する大争議へと発展したUH7）。

翌21日，スドモ政治治安担当調整大臣は，「こ

の争識を含む最近の労働騒擾は一部グループが意

図的に煽っている」として「扇動者を厳しく処罰

する」と述べた（注48）。このスドモの発言に対し国

民協議会ゴルカル派議員シャフルディン（EkiSya-

chrudin）は，『大r;:,:は使用者の利益ばかりを保，lW

するかの印象を－うえではならず，使m-t；が約束を

破って労働者のストライキが生じたならば政府は

使用者を処罰すべきだ」と述べた。労働力大臣払

「労働者が最低賃金のような労働基準問題でスト

ライキを行なうことは理解できるが暴力を伴うこ

とには同意できない」と述べた（注49）。さらにシマ

ンジュンタック(I治yamanSimanjuntak）労働力関

係育成・労働基準監督局長は，「昨今生じている

ストライキの多くは違法ストライキだが企業が政

府の定めた規WJを守っていれば生じる 4とωなか

ったものである。ガジャ・トゥンガル社のごとき

大企業は政府から多くの優遇・補助を受けており，

最低賃金の 2～3倍の賃金を払って当然だ」と述

べた(it50）。

1990年5月のストライキの多発時にスダルウ寸

SPSI会長は，「問題が，最低賃金，生理休暇，
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ASTEK，あるいは SPSIの結成のような労働問

題の枠内であればストも私は理解できる。もう利

益をたくさん上げている経営者が，何で最低賃金

さえ実行しようとしないのか，ひどすぎる」（川l)

と述べているが，この亘葉はこの間のストライキ

に対する世論の雰凶気を伝えている。ただ政府な

どは，ストライキに SPSI以外の勢力や外国の影

響が入ることには警戒をしているようである償問。

労骨者の行動権の行使に対して，スドモのごとき

意見やこれにめった政府や軍の対応は常に存紅す

るものの，一方では多くの労働者の行動を擁護す

る意見が政府内部を含む多くの人々によってなさ

れている。労働力大臣は最近のストライキの頻発

について，「その行動は労働者の権利と義務に対

する意識の向上と，労働者の勇気の向上を示して

おり開発20年間の成果だ」世間と1991年9月に述

べている。また，この間の多くのストライキが，

行動権について定めた「労働紛争処理に関する

1957年法律第22号 J0）己ふう規定を満たしていない

にもかかわらず，ストライキが暴力を伴わない，

要求が労働条件・労働組合関連であるなどの条件

内であれぽ部分的に容認され定着しつつあること

も注目に櫨する。これらはパンチャシラ労使関係

の実質的な変容と考えることができる。

規制緩和政策下でも労働三権の領域では，規制

緩和あるいは自由化という方向はほとんどなかっ

た。現在のシステムのドでは，団結権はあくまで

政府が許可すべきものであって，許可がなければ

労組としての活動が著しく制約を受ける。パンチ

ャシラ原則のひとつの含意は，資本主義ではなし

また自由主義でもないという解釈がなされること

を考えれば(1154），労働主権特に団結の自由・結社

の自由が大幅な制限を受けていることはこの解釈

から，当然帰結する事柄であるのかも知れない。
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そうだとすれば，現在の規制緩和政策は決して自

由化政策ではないとも言える。

しかし，急速なl：業化と劣悪な労働条件，そし

て’＇）j’働諸組織の動きと国際的な注目は，上に日た

ように行動権や団結権の実質的内容が政府の定め

た法令の枠をはみ出して社会の既成事実化する動

きを生んでおり，シンポジウムや法令で決めたパ

ンチャシラ労使関係の内容にも実質的な変史を生

み出していると言えよう。

( 1主1) Undang-undang Nomor 18 Tahun 1956 ten 

tang Persetujuan Konversi Organisasi Perburuhan 

Internasional N omor 98 mengenai Berlakunya Dasar-

dasar daripada Hak untuk Berorganisasi dan untuk 

Herunding Bersama ［団結権および同体交渉権につい

ての原則の適問に附する国際労働機構第98号条約の点認

にl則する1956年法律第18号］。

（注2) Perateran Menteri Tenaga Kerja、Trans-

migrasi dan Koperasi Nomor: PER-OLMEN/1975 

tentang Pendaftaran Organisasi Huruh。

（注3) Peraturan Menteri Tena同 KerjaNorn川

PER-05/MEN/87 tentang Pendaftaran Organisasi 

PekerJa。

（注4) Surat Keputusan Menteri Tenaga Kerja 

Nomor 1109/MEN/1986 tentan巨 PedomanPemhcn-

tukan, Pemhinaan clan Pengcmban巨anSerikat Pe 

kerja di Perusahaan。

（注 5) Undang-undang Nomor 8 Tahun 1985 ten-

tang Organisasi Masyarakat。

（注6) Undang-undang Nomor 21 Tahun 1954 ten 

tang Perjanjian l九：rburuhanAntara Serikat Buruh 

dan Majikan, 

（注7) Peraturan Menteri Tenaga Kerja, Trans-

migrasi dan KけperasiNomor: 02/MEN/1978 tentang 

I》eraturanPerusah乱andan Perundingan Perbuatan 

Perjanjian Perburuhan。

（注8) Peraturan Menteri Tenaga Kerja Nomor: 

PER Ol/MEN/85 tentang Pelaksanaan Tata Cara 

Pembuatan K，孟scpakatanKerja Bersama。

（注9) Undang undang Nomor 22 Tahun 1957 ten-

tang Penyelesaian Perselisihan Perburuhan0 

規制緩和政策下のインドネシアにおける労働問題と労働行政

（注10) Surat Keputusan Menteri Teraga KerJa 

Nomor KEP-342/MEN/1986tentang Pedoman/Petun-

juk Umum Pemerantasan Perselisihan Hubungan 

Industrial Khususnya Dalam Menhadapi Kasus-kasus: 

menぼenaiUpah Lenbur, l'cmogokan, Kerja Kontrak, 

PHK dan Perob呂hanStatus atau Pemilikan Perusa-

haan, 

(it!!) Undang-undang Nomor 7 Tahun 1963 ten-

ta日記 Pencegahan I》cmogokandan/ a tau I》enutupan

(Lock Oul) di Perusahaan, Jawatan clan Badan yang 

Vital。

（注12) Keputusan Presiden Republik Indonesia 

Nomor 123 Tahun 1963 tentang Pencegahan Perno-

gokan dan/atau Penutup札口 (Lock Out) di Perusaha-

an-perusahaan, Jawatan-jawatan dan Badan-badan 

dan yang Vital。

（注13) SPSI綱領（AnggaranDasar）第17条， Seri-

kat Pekcrja Seluruh Indonesia, Keputu:'.{m Musyawa 

rah l苛附ρirumII, Sen"lml Pekeηo Seluruh Indonesia ［全

インドネシア労働組合，第Z回全国指導者会議決定L
ボゴール， 1989年。

（祉14) 向上綱領 5ページ。

(itl5) Departemen Tenaga Kerja, Data Ketenaga 

keηtum, Nomor 1 Tahun /991, 42～4:3ぺ←シ。

（注16) 水野「労働市場と…・・C 260ページ参照。

（注17) Djatmika; Marsono，前掲書， 159～160ペー

ジ. KO則》RIの結成の経過等については， Capizzi,

Elaimヘ“TradeUnions under the New Order，” John 

Taylor線， Rゆressionand Exploitation in lndonesほ

ノッティンハム， Spokesman,1974年， 35～49ベージ参

照。

W:18) Angkatan Bersenjata, 1990'.f 9 I I 15日。

OU9) Sukarno，前十品古.36～37, 133～BSページ。

（法20）“SPSIdan HIP, Wawancara dengan Men-

teri Tenaga Kerja Soedomo”； SPSIとパンチャシラ

労使関係，スドモ労働力大臣とのインタピュー］， Media 

Pekerja, 1986年， 2～ 3J l +t /Setyono, I・いおり，“Serikat

pekerja yang dewasa mampu meningaktkan kesejah-

teraan anggotanya”［成黙した労働組合は組合員の福

祉向上の能力を持つLSuara Pembaruan, 1989年9月21

目。 l'-rンポ』誌は， 1985年の FBSI第2~，］総会に際し，

産月lj組織が FBSI会長ωスドノの再選に反対し，地方組

織の多くは当初］スドノの再選lこ賛成であったが，コeルカ
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ル（GOLKAR）や労働力大臣の意向もあり最後は地方組

織もスドノの再選に反対したと報じている。新会長はス

ダルウォで， 1962年よりインドネシア民主労働者同盟

(Kesatuan Buruh Kerakyatan Indonesia。略して KB

KI。後ゴルカル系労組に）中央委準務局長を務めたこと

がある。選出された時点では FBSI中央執行委員会委

員であると同時に．縫製業のインドネシア・コルウェル

社（PTKorwell Indonesia）の代表取締役でインドネシ

ア繊維協会（API)会長だったが， SPSI会長就任後こω

代表取締役職や繊維協会会長職を退いたO Tempo, 1985 

年12月7日， 12～13ページ。スドノは1955年よりマシュ

ミ系のインドネシア・イスラム労働総合（SerikatBur凶

Islam Indonesiaυ 略して SBII.O）九にインドネシア・

イスラム労働組合連合－GASBIINDO になる） iii'記局

で労働運動を開始する。 1968年より医際自由労連・アジ

ア太平洋地域組織(ICFTU-APRO）の副会長となり， 69

年より ILOの理事会のメンバーとして活躍。 1973年に

ドBSI設立に参画し， FBSI会長になる。スドノについ

ては Sud川 10, Agus, The Indonesian Trade Union 

Movement and Its Policies: A Collection of SPeeches, 

ジャカルタ， Federasi Buruh Seluruh Indonesia, 1977 

年／“AgusSudono，‘Pendekar' nasib buruh”［アゲス

・スドノ，労働有のための I闘 I:,J, Merdeka, 1989年

8月1日／村井古敬「全インドネシア労働者連合（FIN)

とアグス・スドノ」（＇日本労働協会雑誌」 1981年6月号）

参照。

（注21) Setyono，前掲論文。

（注22) Kom仰s.1990年11片17日。

（注23) ただし， FBSIは層際自由労連に加捜してい

なかった。元 FBSI事務局長ラフマンiム FBSIの時代

から国際労働組織のインドネシアに対する批判は仔夜し

た，主たる批判点は，労働行の同結の自由，女子深夜

労働・児童労働に関するものである，と述べている。

Pelita, 1989年9月14目。またプル島の元インドネシア

共産党（PKI）関係者の収容キャンプにおける労働につい

て， ILO第29け条約［強制労働に関する条約］違反とす

る批判もあった。 Borkentほか，前掲書参照。

（注24) Suara Pembantan, 1990年4月23日。 1987～

88年の申請は第l段階で却下されたが， 89年のAFL-CIO

の申議の際にはアメリカ通商代表部（USTR）による問題

の調査が行なわれた。 Tempo, 1991'.f 7月13日， 24べー

ジ。「労働行権利遵守」項目によりルーマニア，ニカラ

グア，チリ，ピルマなどがアメリカの一般特恵制度の適
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用除外国になっている。アメリカの一般特恵制度とその

運用については，平田章「アメリカの輪入促進特恵政策」

（山津逸平・平田章編『先進諸国の対発展途上国貿易政

策』アジア経済研究所 1990年）参照。

（注25) Suara Pemba円um,1989年2月20日。

（注26) Purba, Sarlen，“Memperbaiki citra SPSI 

sebagai wadah pekerja" ［労働者の受け血としての SP

SI のイメージの改善を］， Suara Pembanwn, 1989年2

I 124 rト〉
（注27) Media Pek叶ia,No. 33/V, 1990年6月2611

～7月25日。

（注28) Setyono, Roso，“Hak berorganisasi pekerja 

Indo附 会iamasih disorot pihak I田 I ne宮町i”［インド

ネシアω労働者団結権はなお外国に注目されている］，

S雌 mPemba向山1,1990年11月1日。

（注29) Etty, Tom，“Some Problems in the Field of 

Labour，” paper presented for the Eigt INGI Confe-

rence on People’s Participation in Economic Liberah-

zation,21-23, March. 1991, Odawara-Japan, 8ページ。

（注30) 国擦労働組合連合（WCL:IBキリスト教労連）

には，インドネシアから全インドネシア職員中央組織

(SOKS［），パンチャシラ労働者中央組織（SobPancasila) 

などが加盟している。 Purba，前掲論文。

(i主31) SPSI繊維部門（D叩 artemenSandang）は国

際繊維衣服皮革労組連盟（ITGLWF）に入っている。

DPP-SPSI. Perkemba噌•an SPSI Period November 1987 

5ぱ November19HH [1987年11月から1988年11月までの

SPSI祈動報告］，ジャカルタ， 1988i.下。

（注32) Purba，前掲論文／“SPSI clan Keqasama 

Intemasional” [SPSIと罰際協力］， Media Pekeげ・a,

Edisi pertama, 1986年2/3月， 16～17ページ。

(t主：m H.T.「国際Fl由労連 (ICFTU）とは何か

その実証的分析一一」（労働情報編集委員会編 rアジアの

労働運動」教育史料出版会 1988年） 51ページ。

（注34) 1986年の ILOの理事会のメンバーの選挙で

SPSIから出馬した候補は落ち，いくつかのインドネシ

アの産月IJ労組（SBLP）推薦のスドノが選ばれた Setyono,

“Hak…・・”。 1988年までスドノは4のメンバーを務め

た。 S加mPembaruan, 1989年2月初日。

（注35) このような SPSIと国際労働総織との札襲撃の

なかで， 1989年にスドノとラフマンは SPSIの顧問［羽

田adanPembina）から解任された。！LOの会議など外

国において，両者はインドネシアが ILO第98号条約に
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違反しているとの情報を流している，等を理由としてい

る（“Laporan DPP-SPSI Period 1987 s/d 1989，＇’ 

Ke.抑制sanMusyawarah Pi抗告i加 nIL、SeγikatPekeγia 

Seluruh Jndonesi。［全インドネシア労働組f'i，第2fr~全

国指導者会議決定｜ボゴール， 1989年）。この般債に対し

て， SPSI の電気・機械・金属産業部門などから批判が

出た （Pelita, 1989:4'-9月13日）。そして， 1990年11月の

SPSI第3回総会の新執行部選出でラフマンは SPSIの

副会長（ketua）に返り咲いた （MediaPekerja, No. 32/V, 

1990年12月／1991年 1月九スドノは現在，職員協同組

合センター（lndukKoperasi Karyawan o 略して Inko・

par）の会長を務めている D

U!:36) Kυm/x1s. 1991年5月18日。

（注37) Tempo, 1991年7月13日， 24ページ。

（注38) Te附，po,1991年6月8日， 22～26ページ。

(i主39) l986'<f'U）「企業レベルの労働組f'iの結成，角

成，発展の指針に関する労働力大臣決定」 c

（注40) 東ジャカルタにあるムナラ・ジャヤ社（PT

Menara Jaya）は400人の従業員を雇用し自転車を製造

し中東へ輸出もする会社だが，初任給は lB1200ドでジ

ャカルタ首都特別州の最低賃金を下回り，労働力社会保

険に従業wを加l人させておらず，労働事故が頻発し労働

安全衛斗ーへω会社の配慮はきわめて弱いのそこでスルヤ

ディ（日uryadi）ら 9人の従業員代表は SPSIの結成を要

求したが会社はこれを拒否した。そこで1990年6/Jllll

にストライキを行なった。労f動力省タスクブォース，

APINDOと東ジャカルタ地区SPSIが間に入り，経営者

とその 9人の従業員が交渉し労組結成tこ合意したが，結

成予定日に会社は再度労組結成を拒否， 9人を解雇しよ

うとした。そのため9人は 7月30日労働力大臣に直訴し

た （An1tkalanfわsnzjata.1990年7月3111/ Pelita. 1990 

年7月31fl）れこのようなケースは，新｜持！などでけ常的

に報道されているr

(it4J) Media Indonesia, 1991年8JI IOI l口

(it:42) ノ、ンド iツンのマタハリ・サントサtiにおける

1991年8月12日のストライキは， SPSI単結委員長が同

時に人事部長であったことを問題点の 1つに挙げた。ス

トライキの後，この労組委員長はし込ずれかの地位を選択

すべきだとする SPSIの州委員会の要求に応じ，労組委

員長を辞したの Pikiran Rakyat, 1991年8月13El, 8月

15日。

（社43) 水野『労働市場と・・・・」 258～259ベーシ制約じ

(i主44) 原同 前掲論文 48ページ参照｛

規制緩和政策下のインドネシアにおける労働問題と労働行政

｛注45）“Mogoklagi・・…・Mogok lagi・・・・・・Mogooook 

lagi .. ・・ ！！‘’［またストライキ，またストライキ，またま

たストライキ！! J, Media Pekeη正L No. 331ノV,1990年

6月26日～ 7H25H。

（注46) Harian Terbit, 1991年8月24日。サジャルウ

ォSPSI会長は1991年8flまでの 3カ月に37聞のストラ

イキが生じた，と述べている。多発地域はタンゲラン，

ボゴール．スラパヤ，スマランであった （Kompas,1991 

年8月23日｝。コスマス労働力大痘は， 1991年9月15日

までに89ケースのストライキとデモが行なわれたと述べ

た （Ko前向1991年9月16B)c

（注47) BeげtaB雌叩，l悌1年8月20臼／Media Indo-

nesia. 1991年前月20110 このケースのように，企業グル

ープぐるみのストライキが憎加している。

（注48) Media Indonesia, 1991年8月22日。

（注49) Komjx品， 1991年8月23日。

（注50) ／如ita !Juana, 1991年9月6目。

（注51) “Mogok lagi…・・・”。「ある許容限度を超え

たと判断されれば必ず讐察．軍隊が介入した……労働者

もきわめて厳しい状況に立たされている」（村井吉敬

「1970年代のインドネシアの労働者と労働運動」〔『上智

アジア学」有lj刊号 1983年l29ページ） 1970年代とはか

なりの相違があるように忠われる。

（注52) Tempo, 199Jif 7月13日， 24ページ.／Antara, 

1989年9月BH。

（注目） Komt眠、， 1991>f 9月16日。

（注54) Soepomo, Imam, Pengantar Hukum Perbu-

ruhan ［労働法入門］，第4絞， ジャカルタ， Penerbit 

Djambatan, 1981年， 33～36ページ／Poespouardojo, 

Soerjanto, Fils，ゆtPancasila Sebuah Rendekatan Sisio-

Budaya ［ぺンチャラヲ哲学，社会文化的アプローチJ.
シャカルタ，Gramedia,1989年， 31～32ページυ

むすびにかえて

1980年代後半のインドネシアにおける規制緩和

政策の結果，いくつかの輸出産業が急速に発展し

てきた。外国資本の活動は一層容易になり，多く

の部門で外資や国内資本の新たな投資が日立って

いる。ただ雇用状況を見ると， 1988年までの統計

による限り目立った改善は見られない。製造業の

4ラ
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雇用者数の伸びも低く，全就業者に山める比率は

むしろ低下しているほどである。農村・小営業中

心型のこれまでの就業構造を変化させるには到っ

ていない。 1988年の経済活動人口は7460万人であ

ったが，民法で苦う労働契約に包含される可能性

を持つ雇用労働者数は1550万人であった。しかし，

労働行政が比較的容易に接近できるフォーマルセ

クターの雇用労働者数は821万人で．うち民間部

門は468万人にすぎない。

規制緩和政策は，輸出振興の促進との関連で逓

54時間までの時間外労働の許可申請の免除など労

働行政の分野でも一部実行された。しかし，工業

化の進展の中労働政策は積極的にならざるを得な

くなっている。現在は，最低賃金制や ASTEKの

加入徹氏が主たる目標になっている。低託金状態

の改警のため，最低賃金制と最低生作費および長

低生活費の算定と改善が取り組まれ，雇用行政・

社会保障の分野でも不充分ながら行政の進展があ

る。

労働三権の領域では，法令レベルでほとんど規

制緩和政策はなしむしろ労組登録の要件など，

規制が強化されつつある。団結権についての政府

の政策の検討からも，規制緩和政策が決して白由

化政策ではないことが分かる。 1985年にインドネ

シア労働運動のナショナルセンターはそれまでの

産業別組織の連合組織であった FBSIから，単一

組織の SPSIに組織編成替えされた。この転換の

後， l剖際労働組織のインドネシア労働問題に対す

る批判jが高まった。 AFL-CIOによるほぼ毎年の

アメリカ政府への，インドネシア製i¥/1に対するー

46 

般特恵制度の適用除外申請はこれまでアメリカ政

府によって却fされてきたが，今後の予断を訂ーさ

ない状態である。従来から，インドネシアの労働

問題に対する国際的批判は存在した。しかし輪出

振興を柱とする規制緩和政策下，インドネシア製

造業製品の輸出が急増し，これに対するアメリカ

の一般特恵付与の解除に結びつき得る国際労働組

織の批判がインドネシアの労働三権をはじめとす

る労働問題に政治的影響力を持つ環境ができあが

った。この点で，規制緩和政東は労樹三権問題に

も深い関わりを持つ。

圏内では， FBSIから SPSIに転換された後，

SPSIの外に他の労働運動組織を作ろうとする動

きが続けられている。同際的注目とこの国内の動

きは，結果的かつ部分的に呼応する関係になって

いる。一方で労働組合ω必要性の認識は，政府や

労働者の間にますます高まっている。 SPSIO）組

合員数は91万人余りで雇用労働者全体lこ占める割

合は非常に低いものの，上記の民間フォーマルセ

クターの雇用労働者数の18.4ぶと決して無視でき

ない大きさである。パンチャシラ労使関係の下，

政労使一体となって労働協約の締結等が推進され

ている。職場の低賃金・低労働条件は，ストライ

キ・デモをH常的な姿としつつある。そして，行

動権を規制した法律がストライキの多発によって

実質的に変更されつつある。パンチャシラ労使関

係もこの下からの要因で自らの姿を変えつつある

と這えよう。

（アシア経済研究所地域研究部）
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